
事業開始年度

評価内容

２　事業計画・評価

評価内容

事 業 内 容

実 施 の 背 景

事 業 目 標

根 拠 法 令 等

市 関 連 事 業

対 象

事業種別 見直しの裁量

総 合
計 画

基本施策 主管部課名

施 策 事業類型

１　事務事業の概要

事 務 事 業 名
事 務 事 業
コ ー ド

概 要

事務事業評価シート
記 載 年 月

対 象 年 度

　新規・レベルアップ

　新規・レベルアップ 　継続 　見直し 　廃止

　見直し　継続 　廃止

令和４年９月

令和 3年度

- 1 -

農業委員会運営事業 40740100

農業委員会の運営

6 都市農業の育成

74 農地の保全、府中産農産物の流通拡大と担い手の育成

主要な事務事業  〜

農業委員会事務局

法定事業・任意事業混在

市に事業の一部を見直す裁量あり

農業委員会等に関する法律

農業委員会委員

農地法に基づく届出や許可等について、毎月開催する総会において審議を行う。また、農地パトロールでは、市内の農地の肥培管
理状況を確認しており、適宜農業者に指導をしている。

農業生産力の発展及び農業経営の合理化を図り、農業者の地位向上に寄与するため、法制化された。

農地の適正な管理を推進し、その保全に努める。

R 2年度実績（Do） R 2年度評価（Check） B　現状のまま継続

総会11回開催（４月及び５月の総会については新型コロナウイルスの影響
により中止）
土地利用部会、農業経営部会開催
農地パトロールの実施
農業委員会だよりの発行
農業簿記講習会の開催
北多摩農業委員会連合会主催の研修等各種事業への参加

　前年度同様に法に基づく事務を執行するとともに都市農地の保全・発展
に資する各種取組を実施した。

□ □ □ R 2年度評価に基づく見直し（Action）

R 3年度の方向性（Plan）R 3年度の具体的な取組（Plan）

　前年度同様に法に基づく事務を執行するとともに、市の農業振興事業へ
の協力など都市農地の保全・発展に資する各種取組を実施する。

総会12回開催
土地利用部会、農業経営部会開催
農地パトロールの実施
地域座談会の開催（適宜）
農業委員会だよりの発行
農業簿記講習会の開催
北多摩農業委員会連合会主催の研修等各種事業への参加

R 3年度実績（Do） R 3年度評価（Check） B　現状のまま継続

総会12回開催
土地利用部会、農業経営部会開催
農地パトロールの実施
農業委員会だよりの発行
農業簿記講習会の開催
北多摩農業委員会連合会主催の研修等各種事業への参加

　前年度同様に法に基づく事務を執行するとともに、市の農業振興事業へ
の協力など都市農地の保全・発展に資する各種取組を実施した。

□ □ □ R 3年度評価に基づく見直し（Action）

R 4年度の方向性（Plan）R 4年度の具体的な取組（Plan）

　前年度同様に法に基づく事務を執行するとともに、市の農業振興事業へ
の協力など都市農地の保全・発展に資する各種取組を実施する。

総会12回開催
土地利用部会、農業経営部会開催
農地パトロールの実施
地域座談会の開催（適宜）
農業委員会だよりの発行
農業簿記講習会の開催
北多摩農業委員会連合会主催の研修等各種事業への参加

令和 5年度における事業の位置付け

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続 1　大幅な見直しは必要ない

2　見直しには法令等の改正が必須

3　見直しの必要性はあるが時期尚早

4　現状では見直しが不可能

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

B

1

　前年度同様に法に基づく事務を執行するとともに、市の農
業振興事業への協力など都市農地の保全・発展に資する各種
取組を実施する。



（事業費）

（人件費）

（間接経費）

３　指標実績の推移・現状分析

指標名
基準値

（単位）

事業推移 目標値・
目標年度

指標の分析

計
画
値

当初値

補正値

実　績

計
画
値

当初値

補正値

※　当初値：指標設定当初の計画値、補正値：現時点での適正な計画値（当初値から補正した値）

現　状　分　析 3 2 1

実　績

４　事業費・人件費等の推移   　　　　　　　　　　　　　　　　　　                           　　　　  （単位：円、人）

当 初 予 算 額

予 算 現 額

国 庫 支 出 金

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

決 算 額

国 庫 支 出 金

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

執 行 率

職 員 数

職 員 人 件 費

間 接 経 費

５　これまでの取組及び今後の展開

これまでの主な取組と成果

総 コ ス ト

今後の課題・展開（未達成の課題・具体的な方策等）

農業委員会運営事業

- 2 -

H30年度 H31年度 R 2年度 R 3年度

①
-

-

- - - - -

- - - - -

- - - - -

②
-

-

- - - - -

- - - - -

- - - - -

　数値の比較や推移で評価するこ
とがなじまないため指標の設定は
行わない。

H29年度 H30年度 H31年度 R 2年度 R 3年度 R 4年度

　農地法に基づく農地の転用等について審議するとともに、農地の管理状況について現地見廻りを行うなど、農地の適正管理に努めた。また制度改
正など機会を捉えて農業座談会を開催し、農業振興に関する事業に取り組み始めている。
　近隣自治体の共通した課題である農地保全や農業振興を、北多摩地域の農業委員会が連携し、情報交換をしながら解決に向けて取り組んでいる。

　相続の発生などにより、市内の農地が徐々に減少している。また、農業振興に関する事案について活動を深める必要がある。
　農地法に関する審議等についてはこれまでどおり実施しつつ、農業振興に関することは今後も市の農政部門と連携・協力していく。

月額制会計年度任用職員数

月額制会計年度任用職員人件費

① 国や都、民間ではなく、市が主体的に実施するべき事業である。

実施しなければならない 実施するべきである 実施する必要性は低い 2

　農業委員会等に関する法律に基づき市が実施するべき事業である。

② 実施に当たって民間活力等を活用する余地がある事業である。 余地がない 余地がある 多くの余地がある 3

③ 類以事業はなく、統合など再構築した中では実施できない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 3

④ 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 3

⑤ 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 3

⑥ 多摩地域の他市と比較して充実している事業である。 他市より充実している 他市と同程度 他市の方が充実している 2

14,988,000 15,038,000 14,973,000 15,043,000 15,003,000 15,033,000

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

14,988,000 15,038,000 14,973,000 15,043,000 15,003,000 15,033,000

14,988,000 15,038,000 14,973,000 15,043,000 15,003,000 0

14,608,078 14,700,219 14,168,454 13,858,791 13,837,167 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

14,608,078 14,700,219 14,168,454 13,858,791 13,837,167 0

97.5% 97.8% 94.6% 92.1% 92.2% 0.0%

1.47 1.47 1.47 1.44 1.39

11,291,987 11,542,690 11,806,974 11,143,492 10,782,639

0.95 0.95 0.95 1.9 1.8

2,964,380 2,959,061 2,936,377 6,012,278 5,811,696

26,438 23,153 22,974 16,435 15,791

28,890,883 29,225,123 28,934,779 31,030,996 30,447,293 0



予算事業名
当初予算額当初予算額 決算額

会計 款 項 目
事　業
コード

６　構成事業一覧 （単位：円）

農業委員会運営事業

- 3 -

R 3年度 R 4年度R 3年度 R 4年度

1 01 30 05 05 0905500 農業委員会運営費 14,882,000 13,792,167 14,912,000

2 01 30 05 05 0907000 負担金　北多摩地区農業委員会連合会 121,000 45,000 121,000

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 15,003,000 13,837,167 15,033,000



事業開始年度

評価内容

２　事業計画・評価

評価内容

事 業 内 容

実 施 の 背 景

事 業 目 標

根 拠 法 令 等

市 関 連 事 業

対 象

事業種別 見直しの裁量

総 合
計 画

基本施策 主管部課名

施 策 事業類型

１　事務事業の概要

事 務 事 業 名
事 務 事 業
コ ー ド

概 要

事務事業評価シート
記 載 年 月

対 象 年 度

　新規・レベルアップ

　新規・レベルアップ 　継続 　見直し 　廃止

　見直し　継続 　廃止

令和４年９月

令和 3年度

- 1 -

負担金　東京都農業会議 40740200

東京都農業会議への賛助員拠出金を支出する。

6 都市農業の育成

74 農地の保全、府中産農産物の流通拡大と担い手の育成

その他の事務事業  〜

農業委員会事務局

法定事業

市に事業を見直す裁量はない

農業委員会等に関する法律

東京都農業会議

　東京都農業会議の諸事業に協力や参加し、都内各区市町村の共通課題に取り組むとともに、委員や職員の資質の向上を図る。ま
た、国や東京都に対しての要望活動も展開する。

　農業生産力の発展及び農業経営の合理化を図り、農業者の地位向上に寄与するため、農業委員会の上位機関として法制化された
東京都農業会議が法44条に基づき協力依頼しているもの。

　東京都農業会議の円滑な運営を支援し、農業委員会の事業を活性化するとともに、都市農地保全を推進する。

R 2年度実績（Do） R 2年度評価（Check） B　現状のまま継続

次の事業への負担金の支出
▼都や国への建議・要望
▼農業委員会活動への協力
▼農業経営と担い手の育成
▼地域農業振興への協力
▼情報の提供
▼調査研究活動

　東京都農業会議への負担金の支出により、府中市の農業委員会の運営に
対して適切な支援を得ることができるとともに東京の農業振興に関する各
施策を実施することができたことから、計画を適正に執行できた。

□ □ □ R 2年度評価に基づく見直し（Action）

R 3年度の方向性（Plan）R 3年度の具体的な取組（Plan）

　これまでの実績を踏まえ一定の成果が得られていることから、現状のま
ま事業を継続する。

次の事業への負担金の支出
▼都や国への建議・要望
▼農業委員会活動への協力
▼農業経営と担い手の育成
▼地域農業振興への協力
▼情報の提供
▼調査研究活動

R 3年度実績（Do） R 3年度評価（Check） B　現状のまま継続

次の事業への負担金の支出
▼都や国への建議・要望
▼農業委員会活動への協力
▼農業経営と担い手の育成
▼地域農業振興への協力
▼情報の提供
▼調査研究活動

　東京都農業会議への負担金の支出により、府中市の農業委員会の運営に
対して適切な支援を得ることができるとともに東京の農業振興に関する各
施策を実施することができたことから、計画を適正に執行できた。

□ □ □ R 3年度評価に基づく見直し（Action）

R 4年度の方向性（Plan）R 4年度の具体的な取組（Plan）

　これまでの実績を踏まえ一定の成果が得られていることから、現状のま
ま事業を継続する。

次の事業への負担金の支出
▼都や国への建議・要望
▼農業委員会活動への協力
▼農業経営と担い手の育成
▼地域農業振興への協力
▼情報の提供
▼調査研究活動

令和 5年度における事業の位置付け

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続 1　大幅な見直しは必要ない

2　見直しには法令等の改正が必須

3　見直しの必要性はあるが時期尚早

4　現状では見直しが不可能

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

B

1

　これまでの実績を踏まえ一定の成果が得られていることか
ら、現状のまま事業を継続する。



（事業費）

（人件費）

（間接経費）

３　指標実績の推移・現状分析

指標名
基準値

（単位）

事業推移 目標値・
目標年度

指標の分析

計
画
値

当初値

補正値

実　績

計
画
値

当初値

補正値

※　当初値：指標設定当初の計画値、補正値：現時点での適正な計画値（当初値から補正した値）

現　状　分　析 3 2 1

実　績

４　事業費・人件費等の推移   　　　　　　　　　　　　　　　　　　                           　　　　  （単位：円、人）

当 初 予 算 額

予 算 現 額

国 庫 支 出 金

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

決 算 額

国 庫 支 出 金

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

執 行 率

職 員 数

職 員 人 件 費

間 接 経 費

５　これまでの取組及び今後の展開

これまでの主な取組と成果

総 コ ス ト

今後の課題・展開（未達成の課題・具体的な方策等）

負担金　東京都農業会議

- 2 -

H30年度 H31年度 R 2年度 R 3年度

①
-

-

- - - - -

- - - - -

- - - - -

②
-

-

- - - - -

- - - - -

- - - - -

　数値の比較や推移で評価するこ
とがなじまないため指標の設定は
行わない。

H29年度 H30年度 H31年度 R 2年度 R 3年度 R 4年度

　東京都農業会議は、法に基づき都知事の認可を得て設立されている法人であり、都内区市町村の農業委員会等の負担金により運営されている。農
業会議では、農業委員会の円滑な運営を支援するため、委員の研修会等を実施したり、助言を行うなど、幅広く活動している。府中市からも委員、
職員が各種研修に参加し、業務の円滑な実施に努めた。

　都内各区市町村の共通課題に取り組むとともに、法改正などの対応について情報交換の場として活用していく。

月額制会計年度任用職員数

月額制会計年度任用職員人件費

① 国や都、民間ではなく、市が主体的に実施するべき事業である。

実施しなければならない 実施するべきである 実施する必要性は低い 3

　農業委員会等に関する法律により設置された団体であり、都内農業委員
会の円滑な運営のため、市が実施しなければならない事業である。

② 実施に当たって民間活力等を活用する余地がある事業である。 余地がない 余地がある 多くの余地がある 3

③ 類以事業はなく、統合など再構築した中では実施できない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 3

④ 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 3

⑤ 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 3

⑥ 多摩地域の他市と比較して充実している事業である。 他市より充実している 他市と同程度 他市の方が充実している 2

458,000 457,000 455,000 454,000 454,000 454,000

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

458,000 457,000 455,000 454,000 454,000 454,000

458,000 457,000 455,000 454,000 454,000 0

457,200 441,300 454,900 423,200 423,200 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

457,200 441,300 454,900 423,200 423,200 0

99.8% 96.6% 100.0% 93.2% 93.2% 0.0%

0.15 0.15 0.15 0.16 0.21

1,152,244 1,177,826 1,204,793 1,238,166 1,629,032

0.03 0.03 0.03 0.1 0.2

93,612 93,444 92,728 316,436 645,744

1,966 1,722 1,708 1,277 2,029

1,705,022 1,714,292 1,754,129 1,979,078 2,700,005 0



予算事業名
当初予算額当初予算額 決算額

会計 款 項 目
事　業
コード

６　構成事業一覧 （単位：円）

負担金　東京都農業会議

- 3 -

R 3年度 R 4年度R 3年度 R 4年度

1 01 30 05 05 0908100 負担金　東京都農業会議 454,000 423,200 454,000

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 454,000 423,200 454,000



事業開始年度

評価内容

２　事業計画・評価

評価内容

事 業 内 容

実 施 の 背 景

事 業 目 標

根 拠 法 令 等

市 関 連 事 業

対 象

事業種別 見直しの裁量

総 合
計 画

基本施策 主管部課名

施 策 事業類型

１　事務事業の概要

事 務 事 業 名
事 務 事 業
コ ー ド

概 要

事務事業評価シート
記 載 年 月

対 象 年 度

　新規・レベルアップ

　新規・レベルアップ 　継続 　見直し 　廃止

　見直し　継続 　廃止

令和４年９月

令和 3年度

- 1 -

負担金　都市農地保全推進自治体協議会 40740400

都市農地保全推進自治体協議会への運営負担金の支出

6 都市農業の育成

74 農地の保全、府中産農産物の流通拡大と担い手の育成

その他の事務事業 平成20年度 〜

生活環境部 産業振興課

任意事業

市に事業の一部を見直す裁量あり

都市農地保全推進自治体協議会

　都市農地保全推進自治体協議会へ負担金を支出し、都市農地フォーラムの開催への協力や国へ都市農業振興に関する要望書の提
出を支援する。

　行政委員会である農業委員会だけではなく、首長としての農地保全等の意思表示する場として、都内各区市町村が集まり、国な
どに農地保全、農業振興に関する要望をするため結成された。

　都内の自治体共同で、都市農地を保全するための方策を協議・検討し、国等の関係機関に要望活動を行うとともに、啓発事業を
実施する。

R 2年度実績（Do） R 2年度評価（Check） B　現状のまま継続

　都市農地保全自治体フォーラムが新型コロナウイルスの影響により中止
となったことから、令和２年度の負担金については全額返還となった。な
お、協議会の活動としては以下を実施した。
▼都市農業を保全するための施策の国への要望

　依然として都市農業を取り巻く状況は厳しく、そうしたなかで協議会を
通じて都市農業を守る施策を国に対して提案していくことができた。

□ □ □ R 2年度評価に基づく見直し（Action）

R 3年度の方向性（Plan）R 3年度の具体的な取組（Plan）

　これまでの実績を踏まえ一定の成果が得られていることから、現状のま
ま事業を継続する。

　協議会の事業への負担金を支出する。
▼都市農業を保全するための施策の国への要望
▼都市農地保全自治体フォーラムの開催

R 3年度実績（Do） R 3年度評価（Check） B　現状のまま継続

　都市農地保全自治体フォーラムが新型コロナウイルスの影響により中止
となったことから、令和３年度の負担金については全額返還となった。な
お、協議会の活動としては国への要望活動のみを実施した。

　依然として都市農業を取り巻く状況は厳しく、そうしたなかで協議会を
通じて都市農業を守る施策を国に対して提案していくことができた。

□ □ □ R 3年度評価に基づく見直し（Action）

R 4年度の方向性（Plan）R 4年度の具体的な取組（Plan）

　これまでの実績を踏まえ一定の成果が得られていることから、現状のま
ま事業を継続する。

次の事業への負担金の支出
▼都市農業を保全するための施策の国への要望
▼都市農地保全自治体フォーラムの開催

令和 5年度における事業の位置付け

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続 1　大幅な見直しは必要ない

2　見直しには法令等の改正が必須

3　見直しの必要性はあるが時期尚早

4　現状では見直しが不可能

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

B

1

　これまでの実績を踏まえ一定の成果が得られていることか
ら、現状のまま事業を継続する。



（事業費）

（人件費）

（間接経費）

３　指標実績の推移・現状分析

指標名
基準値

（単位）

事業推移 目標値・
目標年度

指標の分析

計
画
値

当初値

補正値

実　績

計
画
値

当初値

補正値

※　当初値：指標設定当初の計画値、補正値：現時点での適正な計画値（当初値から補正した値）

現　状　分　析 3 2 1

実　績

４　事業費・人件費等の推移   　　　　　　　　　　　　　　　　　　                           　　　　  （単位：円、人）

当 初 予 算 額

予 算 現 額

国 庫 支 出 金

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

決 算 額

国 庫 支 出 金

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

執 行 率

職 員 数

職 員 人 件 費

間 接 経 費

５　これまでの取組及び今後の展開

これまでの主な取組と成果

総 コ ス ト

今後の課題・展開（未達成の課題・具体的な方策等）

負担金　都市農地保全推進自治体協議会

- 2 -

H30年度 H31年度 R 2年度 R 3年度

①
-

-

- - - - -

- - - - -

- - - - -

②
-

-

- - - - -

- - - - -

- - - - -

　数値の比較や推移で評価するこ
とがなじまないため指標の設定は
行わない。

H29年度 H30年度 H31年度 R 2年度 R 3年度 R 4年度

　都市農地保全推進自治体協議会は、平成20年度に正式に発足したものであり、東京都庁や練馬区においてフォーラムを開催している。また、国や
関係機関などに対して、都市農地保全のための要望を行うなど、近隣自治体が連携した取り組みを行っているところである。

　今後も要望活動やフォーラムなどの取組をとおして農地保全に繋がるよう努めていく。

月額制会計年度任用職員数

月額制会計年度任用職員人件費

① 国や都、民間ではなく、市が主体的に実施するべき事業である。

実施しなければならない 実施するべきである 実施する必要性は低い 2

　首長が農地保全に対して意思表示する機会になるため、市で実施すべき
事業である。

② 実施に当たって民間活力等を活用する余地がある事業である。 余地がない 余地がある 多くの余地がある 3

③ 類以事業はなく、統合など再構築した中では実施できない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 2

④ 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 3

⑤ 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 3

⑥ 多摩地域の他市と比較して充実している事業である。 他市より充実している 他市と同程度 他市の方が充実している 2

20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000

20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 0

20,000 20,000 20,000 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

20,000 20,000 20,000 0 0 0

100.0% 100.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0%

0.03 0.03 0.03 0.02 0.00

230,449 235,565 240,959 154,771 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

48,465 17,592 18,610 6,954 0

298,914 273,157 279,569 161,725 0 0



予算事業名
当初予算額当初予算額 決算額

会計 款 項 目
事　業
コード

６　構成事業一覧 （単位：円）

負担金　都市農地保全推進自治体協議会

- 3 -

R 3年度 R 4年度R 3年度 R 4年度

1 01 30 05 15 0922500 負担金　都市農地保全推進自治体協議会 20,000 0 20,000

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 20,000 20,000



事業開始年度

評価内容

２　事業計画・評価

評価内容

事 業 内 容

実 施 の 背 景

事 業 目 標

根 拠 法 令 等

市 関 連 事 業

対 象

事業種別 見直しの裁量

総 合
計 画

基本施策 主管部課名

施 策 事業類型

１　事務事業の概要

事 務 事 業 名
事 務 事 業
コ ー ド

概 要

事務事業評価シート
記 載 年 月

対 象 年 度

　新規・レベルアップ

　新規・レベルアップ 　継続 　見直し 　廃止

　見直し　継続 　廃止

令和４年９月

令和 3年度

- 1 -

灌漑用水対策事業 40740500

用水組合に対し、揚水ポンプ稼働に係る電気料、取水施設改修に係る経費を補助する。

6 都市農業の育成

74 農地の保全、府中産農産物の流通拡大と担い手の育成

その他の事務事業  〜

生活環境部 産業振興課

任意事業

市に事業見直しの裁量あり

府中市灌漑用水対策実施要領、府中市水土里保全活動事業費補助金交付要綱

市内の農地を灌漑している農業者

○市内の農地を灌漑する農業用水を管理する用水組合に対し、揚水ポンプの電気使用料や、施設の改修費等の補助を行う。
○農業用水の保全に資する水路清掃等の地域活動への補助を行う。
○市が所有する西府用水取水施設の維持管理を行う。

ハケ下の農地では水田や果樹園があり、農業用水を必要としている。

市内の農地の灌漑を支援することで、農地の保全を図る。

R 2年度実績（Do） R 2年度評価（Check） B　現状のまま継続

▼灌漑施設設備の電気料・修繕事業への補助
▼西府用水取水施設の空調機の更新

　用水組合３組合の電気使用料や灌漑用施設設備の修繕事業への補助で、
各用水組合の取水活動が円滑に実施された。また、西府用水取水施設につ
いては経年劣化した空調機の更新を行い、施設の適切な維持管理に努めた
。なお、農業用水の保全に資する地域活動を行う団体への補助（水土里保
全事業）については、新型コロナウイルスの影響等により団体が活動を見
合わせたため未執行となった。

□ □ □ R 2年度評価に基づく見直し（Action）

R 3年度の方向性（Plan）R 3年度の具体的な取組（Plan）

　生産基盤である農業用水を保全するため、現状の補助事業を継続して実
施するほか、西府用水取水施設の適切な維持管理に努める。

▼灌漑施設設備の電気料・修繕事業への補助

R 3年度実績（Do） R 3年度評価（Check） B　現状のまま継続

▼灌漑施設設備の電気料・修繕事業への補助 　用水組合３組合の電気使用料や灌漑用施設設備の修繕事業への補助等を
とおして、各用水組合の円滑な取水活動を支援することができた。

□ □ □ R 3年度評価に基づく見直し（Action）

R 4年度の方向性（Plan）R 4年度の具体的な取組（Plan）

　生産基盤である農業用水を保全するため、現状の補助事業を継続して実
施するほか、西府用水取水施設の適切な維持管理に努める。

▼灌漑施設設備の電気料・修繕事業への補助

令和 5年度における事業の位置付け

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続 1　大幅な見直しは必要ない

2　見直しには法令等の改正が必須

3　見直しの必要性はあるが時期尚早

4　現状では見直しが不可能

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

B

1

　生産基盤である農業用水を保全するため、現状の補助事業
を継続して実施する。
　また、経年劣化が指摘されている西府用水取水施設につい
ては、平成２７年度に実施した長期的な保全に向けた調査や
その他各種の点検結果を踏まえ、今後も継続して年次ごとに
必要な整備等を進めていく。



（事業費）

（人件費）

（間接経費）

３　指標実績の推移・現状分析

指標名
基準値

（単位）

事業推移 目標値・
目標年度

指標の分析

計
画
値

当初値

補正値

実　績

計
画
値

当初値

補正値

※　当初値：指標設定当初の計画値、補正値：現時点での適正な計画値（当初値から補正した値）

現　状　分　析 3 2 1

実　績

４　事業費・人件費等の推移   　　　　　　　　　　　　　　　　　　                           　　　　  （単位：円、人）

当 初 予 算 額

予 算 現 額

国 庫 支 出 金

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

決 算 額

国 庫 支 出 金

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

執 行 率

職 員 数

職 員 人 件 費

間 接 経 費

５　これまでの取組及び今後の展開

これまでの主な取組と成果

総 コ ス ト

今後の課題・展開（未達成の課題・具体的な方策等）

灌漑用水対策事業

- 2 -

H30年度 H31年度 R 2年度 R 3年度

① 灌漑農地の面積
34

ha

34 33 32 32 32

31 30 29 29 令和 3年度

29 27 26 25 -

②
-

-

- - - - -

- - - - -

- - - - -

　灌漑農地の面積については、相
続に伴う農地の売却等により減少
傾向で推移している。
　計画値の補正については、基準
値のうち西府用水組合分について
は平成２６年度の水利権許可を受
けた灌漑面積としたが、年度毎の
灌漑農地面積調査の数値を使用す
るように補正した。

H29年度 H30年度 H31年度 R 2年度 R 3年度 R 4年度

　農地（水田や果樹園）への灌漑用水の安定的な供給に寄与し、農地の保全を図った。
　平成２７年度、西府用水取水施設の次期設備更新までの長寿命化に向けた取組に着手した。また同年に、農業用水の多面的機能に着眼した水土里
保全事業を開始したが、第１期（５年間）をもって事業を終了した。

　用水組合は農地の減少とともに組合員数も減少していくことが予想されるため、灌漑用水施設の維持に係る一農家の負担は、増加していくことが
懸念される。そうした中で用水の利用については農地への灌漑だけではなく、農地を含めた田園風景の醸成や災害時の生活用水への利用といった多
面的利用についても適宜検討を進める必要がある。
　西府用水取水施設については将来的な財政負担も考慮し、効果的・効率的な手法による点検・整備・運用について検討していく必要がある。

月額制会計年度任用職員数

月額制会計年度任用職員人件費

① 国や都、民間ではなく、市が主体的に実施するべき事業である。

実施しなければならない 実施するべきである 実施する必要性は低い 2

　農地保全や農業経営にとって農業用水の維持は欠かせないものであるた
め、市が実施するべき事業である。

② 実施に当たって民間活力等を活用する余地がある事業である。 余地がない 余地がある 多くの余地がある 2

③ 類以事業はなく、統合など再構築した中では実施できない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 3

④ 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 3

⑤ 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 3

⑥ 多摩地域の他市と比較して充実している事業である。 他市より充実している 他市と同程度 他市の方が充実している 3

4,483,000 4,079,000 4,606,000 5,695,000 3,723,000 3,737,000

0 0 0 0 0 0

139,000 139,000 139,000 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

4,344,000 3,940,000 4,467,000 5,695,000 3,723,000 3,737,000

4,483,000 5,270,000 4,606,000 5,695,000 3,723,000 0

3,255,400 5,032,400 4,248,200 4,129,600 3,140,400 0

0 0 0 0 0 0

139,575 139,575 139,575 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

3,115,825 4,892,825 4,108,625 4,129,600 3,140,400 0

72.6% 95.5% 92.2% 72.5% 84.4% 0.0%

0.28 0.38 0.38 0.38 0.40

2,150,855 2,983,825 3,052,143 2,940,644 3,102,918

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

452,345 222,833 235,730 132,135 85,194

5,858,600 8,239,058 7,536,073 7,202,379 6,328,512 0



予算事業名
当初予算額当初予算額 決算額

会計 款 項 目
事　業
コード

６　構成事業一覧 （単位：円）

灌漑用水対策事業

- 3 -

R 3年度 R 4年度R 3年度 R 4年度

1 01 30 05 15 0923000 補助金　灌漑用水対策事業費 3,723,000 3,140,400 3,737,000

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 3,723,000 3,140,400 3,737,000



事業開始年度

評価内容

２　事業計画・評価

評価内容

事 業 内 容

実 施 の 背 景

事 業 目 標

根 拠 法 令 等

市 関 連 事 業

対 象

事業種別 見直しの裁量

総 合
計 画

基本施策 主管部課名

施 策 事業類型

１　事務事業の概要

事 務 事 業 名
事 務 事 業
コ ー ド

概 要

事務事業評価シート
記 載 年 月

対 象 年 度

　新規・レベルアップ

　新規・レベルアップ 　継続 　見直し 　廃止

　見直し　継続 　廃止

令和４年９月

令和 3年度

- 1 -

農業者支援事業 40740600

農業者に対し経営向上のための補助をするとともに、認定農業者制度や獣害対策を実施する。

6 都市農業の育成

74 農地の保全、府中産農産物の流通拡大と担い手の育成

主要な事務事業  〜

生活環境部 産業振興課

法定事業・任意事業混在

市に事業の一部を見直す裁量あり

農業経営基盤強化促進法、府中市農業経営改善計画認定検討協議会設置要綱、府中市農業経営改善事業補助金交付要綱

農業者、農業団体

　農業経営改善計画の認定事務、農作物加害獣の駆除、農業団体の育成等に係る補助、農業経営の改善や都市農業の活性化、都市
農地の保全に資する施設整備等に対する補助

　単なる慣行栽培ではなく、農業経営の近代化など経営改善を推進する。

　認定農業者等農業経営に熱意のある農業者を支援し、市内の農業振興を図る。

R 2年度実績（Do） R 2年度評価（Check） A　重点化・拡大して継続

▼農業経営改善計画認定検討会議の開催及び計画の認定
▼農作物加害獣の駆除
▼農業担い手支援事業の補助
▼農業経営改善事業の補助
▼都市農地保全事業の補助
▼都市農業活性化事業の補助

　農業経営改善計画の認定を通して意欲ある農業者の増加を図ったほか、
各種の補助事業等通じて農業経営の改善や後継者の育成など農業者への支
援を継続して実施した。また、市独自の准認定農業者制度を創設するとと
もに、都市農業活性化事業の補助率の引き上げを行い、一層の支援の充実
を図った。

□ □ □ R 2年度評価に基づく見直し（Action）

R 3年度の方向性（Plan）R 3年度の具体的な取組（Plan）

　新規事業として第４次府中市農業振興計画の策定を進めるとともに、現
行の農業振興計画に基づき、農業経営改善計画の認定を受けた意欲ある農
業者の増加を図るほか、農業経営改善事業や農業担い手支援事業などの各
種補助事業等通じて農業経営の改善や後継者の育成など農業者への支援を
継続して実施する。

▼第４次府中市農業振興計画の策定
▼農業経営改善計画認定検討会議の開催及び計画の認定
▼農作物加害獣の駆除
▼農業担い手支援事業の補助
▼農業経営改善事業の補助
▼都市農地保全事業の補助
▼都市農業活性化事業の補助

R 3年度実績（Do） R 3年度評価（Check） B　現状のまま継続

▼第４次府中市農業振興計画の策定
▼農業経営改善計画認定検討会議の開催及び計画の認定
▼農作物加害獣の駆除
▼農業経営改善事業の補助
▼都市農地保全事業の補助
▼都市農業経営力強化（都市農業活性化）事業の補助

　第４次府中市農業振興計画を策定したほか、農業経営改善計画の認定を
通して意欲ある農業者の増加を図るとともに、各種の補助事業等通じた農
業経営の支援を継続して実施することができた。

□ □ □ R 3年度評価に基づく見直し（Action）

R 4年度の方向性（Plan）R 4年度の具体的な取組（Plan）

　農業振興計画に基づき、農業経営改善計画の認定を受けた意欲ある農業
者の増加を図るほか、農業経営改善事業や農業担い手支援事業などの各種
補助事業等通じて農業経営の改善や後継者の育成など農業者への支援を継
続して実施する。

▼農業経営改善計画認定検討会議の開催及び計画の認定
▼農作物加害獣の駆除
▼農業担い手支援事業の補助
▼農業経営改善事業の補助
▼都市農地保全事業の補助

令和 5年度における事業の位置付け

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続 1　大幅な見直しは必要ない

2　見直しには法令等の改正が必須

3　見直しの必要性はあるが時期尚早

4　現状では見直しが不可能

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

A

　現在の農業経営への支援を継続して実施するほか、地域と
共存した農業を推進する取組として、カーボンニュートラル
の実現にも寄与する環境にやさしい持続可能な農業の推進を
図っていく必要がある。



（事業費）

（人件費）

（間接経費）

３　指標実績の推移・現状分析

指標名
基準値

（単位）

事業推移 目標値・
目標年度

指標の分析

計
画
値

当初値

補正値

実　績

計
画
値

当初値

補正値

※　当初値：指標設定当初の計画値、補正値：現時点での適正な計画値（当初値から補正した値）

現　状　分　析 3 2 1

実　績

４　事業費・人件費等の推移   　　　　　　　　　　　　　　　　　　                           　　　　  （単位：円、人）

当 初 予 算 額

予 算 現 額

国 庫 支 出 金

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

決 算 額

国 庫 支 出 金

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

執 行 率

職 員 数

職 員 人 件 費

間 接 経 費

５　これまでの取組及び今後の展開

これまでの主な取組と成果

総 コ ス ト

今後の課題・展開（未達成の課題・具体的な方策等）

農業者支援事業

- 2 -

H30年度 H31年度 R 2年度 R 3年度

① 認定農業者数
126

人

128 129 130 131 131

- - - - 令和 3年度

133 131 133 136 -

②
-

-

- - - - -

- - - - -

- - - - -

　認定農業者数については、家族
協定に基づき家族で共同申請する
ことを奨励してきたことから、認
定の更新時に個人申請から共同申
請への転換が図られ認定者数が増
加傾向で推移してきたが、近年、
横ばいになりつつある。

H29年度 H30年度 H31年度 R 2年度 R 3年度 R 4年度

　農業経営改善計画の認定により意欲ある認定農業者の増加を図った。
　農業経営改善事業や農業担い手支援事業などの各種補助事業等を通じて農業経営の改善や後継者の育成など農業者への積極的な支援を行った。

　新たに認定農業者になる農業者が限られてきていることから、制度周知の工夫などにより認定農業者の更なる増加を図るほか、今後も国や東京都
の動向も踏まえ、より効果的な支援の方法について研究する。

月額制会計年度任用職員数

月額制会計年度任用職員人件費

① 国や都、民間ではなく、市が主体的に実施するべき事業である。

実施しなければならない 実施するべきである 実施する必要性は低い 2

　農業経営基盤強化促進法等に基づき市が実施するべき事業である。

② 実施に当たって民間活力等を活用する余地がある事業である。 余地がない 余地がある 多くの余地がある 2

③ 類以事業はなく、統合など再構築した中では実施できない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 2

④ 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 3

⑤ 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 3

⑥ 多摩地域の他市と比較して充実している事業である。 他市より充実している 他市と同程度 他市の方が充実している 2

30,562,000 30,715,000 80,884,000 109,777,000 99,608,000 27,500,000

0 0 0 0 0 0

20,184,000 20,015,000 68,406,000 72,353,000 66,214,000 15,444,000

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 167,000

10,378,000 10,700,000 12,478,000 37,424,000 33,394,000 11,889,000

30,562,000 30,901,000 74,599,000 109,777,000 80,587,000 0

21,301,120 28,693,900 67,122,620 103,968,500 75,260,143 0

0 0 0 0 0 0

14,299,000 19,098,000 58,878,000 68,230,000 47,142,200 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

7,002,120 9,595,900 8,244,620 35,738,500 28,117,943 0

69.7% 92.9% 90.0% 94.7% 93.4% 0.0%

1.54 1.64 1.64 1.69 1.65

11,829,701 12,877,559 13,172,406 13,078,126 12,799,535

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

2,487,901 961,701 1,017,364 587,654 351,428

35,618,722 42,533,160 81,312,390 117,634,280 88,411,106 0



予算事業名
当初予算額当初予算額 決算額

会計 款 項 目
事　業
コード

６　構成事業一覧 （単位：円）

農業者支援事業

- 3 -

R 3年度 R 4年度R 3年度 R 4年度

1 01 30 05 15 0915500 農業振興計画検討協議会運営費 605,000 351,703

2 01 30 05 15 0915600 農業振興計画策定費 100,000 54,340

3 01 30 05 15 0920500 農作物獣害対策事業費 335,000 201,300 335,000

4 01 30 05 15 0927000 補助金　農業担い手支援事業費 98,000 0 98,000

5 01 30 05 15 0928500 補助金　農業経営改善対策事業費 11,794,000 9,806,800 11,422,000

6 01 30 05 15 0929400 補助金　都市農地保全支援事業費 22,692,000 12,262,000 15,645,000

7 01 30 05 15 0929500 補助金　都市農業経営力強化事業費 63,984,000 52,584,000

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 99,608,000 75,260,143 27,500,000



事業開始年度

評価内容

２　事業計画・評価

評価内容

事 業 内 容

実 施 の 背 景

事 業 目 標

根 拠 法 令 等

市 関 連 事 業

対 象

事業種別 見直しの裁量

総 合
計 画

基本施策 主管部課名

施 策 事業類型

１　事務事業の概要

事 務 事 業 名
事 務 事 業
コ ー ド

概 要

事務事業評価シート
記 載 年 月

対 象 年 度

　新規・レベルアップ

　新規・レベルアップ 　継続 　見直し 　廃止

　見直し　継続 　廃止

令和４年９月

令和 3年度

- 1 -

循環型農業支援事業 40740700

農業者への堆肥・緑肥の配布

6 都市農業の育成

74 農地の保全、府中産農産物の流通拡大と担い手の育成

その他の事務事業  〜

生活環境部 産業振興課

任意事業

市に事業見直しの裁量あり

府中市循環型農業推進事業費補助金交付要綱

市内の農業者

有機堆肥、緑肥の購入費の補助

消費者から安全で安心な農産物が求められる中、化学肥料や農薬の使用を抑えるため、堆肥などの有機肥料の普及を図る必要があ
る。

有機堆肥や緑肥の使用を促し、化学肥料や農薬の使用を抑えた環境にやさしい農業の推進を図る。

R 2年度実績（Do） R 2年度評価（Check） B　現状のまま継続

▼有機堆肥・緑肥の購入費に対する補助 　有機堆肥・緑肥の購入に対する補助を実施し、環境にやさしい農業の推
進に努めた。

□ □ □ R 2年度評価に基づく見直し（Action）

R 3年度の方向性（Plan）R 3年度の具体的な取組（Plan）

　平成２８年度に従前の有機堆肥・緑肥の試供品の配付事業から補助事業
への組み替えを行い事務の効率化を図った。当面は現行の方法で継続する
。

▼有機堆肥・緑肥の購入費に対する補助

R 3年度実績（Do） R 3年度評価（Check） B　現状のまま継続

▼有機堆肥・緑肥の購入費に対する補助 　有機堆肥・緑肥の購入に対する補助を実施し、環境にやさしい農業の推
進に努めた。

□ □ □ R 3年度評価に基づく見直し（Action）

R 4年度の方向性（Plan）R 4年度の具体的な取組（Plan）

　平成２８年度に従前の有機堆肥・緑肥の試供品の配付事業から補助事業
への組み替えを行い事務の効率化を図った。当面は現行の方法で継続する
。

▼有機堆肥・緑肥の購入費に対する補助

令和 5年度における事業の位置付け

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続 1　大幅な見直しは必要ない

2　見直しには法令等の改正が必須

3　見直しの必要性はあるが時期尚早

4　現状では見直しが不可能

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

B

1

　平成２８年度に従前の有機堆肥・緑肥の試供品の配付事業
から補助事業への組み替えを行い事務の効率化を図った。当
面は現行の方法で継続するが、機会を捉えてより効果的に循
環型農業への意識啓発につなげられる実施方法について研究
する。



（事業費）

（人件費）

（間接経費）

３　指標実績の推移・現状分析

指標名
基準値

（単位）

事業推移 目標値・
目標年度

指標の分析

計
画
値

当初値

補正値

実　績

計
画
値

当初値

補正値

※　当初値：指標設定当初の計画値、補正値：現時点での適正な計画値（当初値から補正した値）

現　状　分　析 3 2 1

実　績

４　事業費・人件費等の推移   　　　　　　　　　　　　　　　　　　                           　　　　  （単位：円、人）

当 初 予 算 額

予 算 現 額

国 庫 支 出 金

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

決 算 額

国 庫 支 出 金

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

執 行 率

職 員 数

職 員 人 件 費

間 接 経 費

５　これまでの取組及び今後の展開

これまでの主な取組と成果

総 コ ス ト

今後の課題・展開（未達成の課題・具体的な方策等）

循環型農業支援事業

- 2 -

H30年度 H31年度 R 2年度 R 3年度

①
-

-

- - - - -

- - - - -

- - - - -

②
-

-

- - - - -

- - - - -

- - - - -

　数値の比較や推移で評価するこ
とがなじまないため指標の設定は
行わない。

H29年度 H30年度 H31年度 R 2年度 R 3年度 R 4年度

　市内の農業者に有機堆肥等を配付することによって、有機栽培を促進するとともに、環境の保全を図ることができた。平成２３年度以降は原子力
発電所事故による残留放射能の関係から、市内の街路樹等のチップを原料とする堆肥の配付ができなかった。
　平成２８年度にはこれまでの有機堆肥・緑肥の配付事業を購入費の補助事業に組み替え、事務の効率化を図った。

　機会を捉えてより効果的に循環型農業への意識啓発につなげられる実施方法について研究する。

月額制会計年度任用職員数

月額制会計年度任用職員人件費

① 国や都、民間ではなく、市が主体的に実施するべき事業である。

実施しなければならない 実施するべきである 実施する必要性は低い 2

　循環型農業、有機農業を推進するため、市が実施するべき事業である。

② 実施に当たって民間活力等を活用する余地がある事業である。 余地がない 余地がある 多くの余地がある 3

③ 類以事業はなく、統合など再構築した中では実施できない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 2

④ 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 3

⑤ 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 2

⑥ 多摩地域の他市と比較して充実している事業である。 他市より充実している 他市と同程度 他市の方が充実している 2

1,770,000 720,000 660,000 760,000 710,000 620,000

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

1,770,000 720,000 660,000 760,000 710,000 620,000

1,770,000 720,000 660,000 760,000 710,000 0

493,200 355,800 332,200 452,200 430,100 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

493,200 355,800 332,200 452,200 430,100 0

27.9% 49.4% 50.3% 59.5% 60.6% 0.0%

0.08 0.13 0.13 0.13 0.13

614,530 1,020,782 1,044,154 1,006,010 1,008,448

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

129,241 76,232 80,644 45,204 27,688

1,236,971 1,452,814 1,456,998 1,503,414 1,466,236 0



予算事業名
当初予算額当初予算額 決算額

会計 款 項 目
事　業
コード

６　構成事業一覧 （単位：円）

循環型農業支援事業

- 3 -

R 3年度 R 4年度R 3年度 R 4年度

1 01 30 05 15 0929600 補助金　循環型農業支援事業費 710,000 430,100 620,000

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 710,000 430,100 620,000



事業開始年度

評価内容

２　事業計画・評価

評価内容

事 業 内 容

実 施 の 背 景

事 業 目 標

根 拠 法 令 等

市 関 連 事 業

対 象

事業種別 見直しの裁量

総 合
計 画

基本施策 主管部課名

施 策 事業類型

１　事務事業の概要

事 務 事 業 名
事 務 事 業
コ ー ド

概 要

事務事業評価シート
記 載 年 月

対 象 年 度

　新規・レベルアップ

　新規・レベルアップ 　継続 　見直し 　廃止

　見直し　継続 　廃止

令和４年９月

令和 3年度

- 1 -

農産物特産化事業 40740800

農産物直売所マップの作成、うね売り斡旋事業による地場産農作物のＰＲ

6 都市農業の育成

74 農地の保全、府中産農産物の流通拡大と担い手の育成

その他の事務事業  〜

生活環境部 産業振興課

任意事業

市に事業見直しの裁量あり

市民

　農産物直売所マップの作成：市内で生産された農産物が販売されている直売所を掲載した冊子を作成・配布することで、市民の
地場産農作物への関心を高め、府中市の農業の活性化を支援する。

　うね売り斡旋事業による地場産農産物のＰＲ：市内農業者の栽培する農作物を市民自らの手で収穫するうね売り斡旋事業を実施
することで、市民の農業に対する関心を深めると共に、農産物の地産地消を推進する。

　地場産農作物のＰＲにより、地産地消を推進し、府中市の農業を支援する。

　市内産農産物のPRにより、市内農産物の流通拡大、地産地消を推進し、府中の農業を支援する。

R 2年度実績（Do） R 2年度評価（Check） B　現状のまま継続

▼農産物直売所マップの作成・配布：３，０００部
▼農産物うね売りのあっせん
　ジャガイモ：９５区画
　ネギ：１００区画

　農産物直売所マップを作成・配布することで、市内産農産物のＰＲを図
ることができた。また、２品目の農産物のうね売りをあっせんすることで
、市内産農産物を直接市民に届けると共に、市内産農産物の消費推進を図
ることができた。

□ □ □ R 2年度評価に基づく見直し（Action）

R 3年度の方向性（Plan）R 3年度の具体的な取組（Plan）

　これまでの実績を踏まえ一定の成果が得られていることから、現状のま
ま事業を継続する。なお、うね売りについては、新たな品目の導入につい
て検討する。

▼農産物直売所マップの作成・配布
▼農産物うね売りのあっせん（ジャガイモ・ネギ）

R 3年度実績（Do） R 3年度評価（Check） B　現状のまま継続

▼農産物直売所マップの作成・配布：３，１８５部
▼農産物うね売りのあっせん
　ジャガイモ：１１５区画

　農産物直売所マップを作成・配布することで、市内産農産物のＰＲを図
ることができた。また、ジャガイモのうね売りをあっせんすることで、市
内産農産物を直接市民に届けると共に、市内産農産物の消費推進を図るこ
とができた。なお、うね売りについては年度途中に事業をＪＡに移管する
こととなり、予定していたネギのうね売りについてはＪＡの事業として実
施されることとなった。

□ □ □ R 3年度評価に基づく見直し（Action）

R 4年度の方向性（Plan）R 4年度の具体的な取組（Plan）

　これまでの実績を踏まえ一定の成果が得られていることから、現状のま
ま事業を継続する。うね売りについては、事業をＪＡに移管することとな
ったが、うね売りに係る農業者の意向調査や事業の市民への周知について
は引き続き市が行うなど、ＪＡと市との協力体制の下で事業を継続する。

▼農産物直売所マップの作成・配布

令和 5年度における事業の位置付け

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続 1　大幅な見直しは必要ない

2　見直しには法令等の改正が必須

3　見直しの必要性はあるが時期尚早

4　現状では見直しが不可能

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

B

1

　これまでの実績を踏まえ一定の成果を得ていることから、
当面は現状のまま事業を継続するとともにより効果的な府中
産農産物のＰＲ方法について研究する。



（事業費）

（人件費）

（間接経費）

３　指標実績の推移・現状分析

指標名
基準値

（単位）

事業推移 目標値・
目標年度

指標の分析

計
画
値

当初値

補正値

実　績

計
画
値

当初値

補正値

※　当初値：指標設定当初の計画値、補正値：現時点での適正な計画値（当初値から補正した値）

現　状　分　析 3 2 1

実　績

４　事業費・人件費等の推移   　　　　　　　　　　　　　　　　　　                           　　　　  （単位：円、人）

当 初 予 算 額

予 算 現 額

国 庫 支 出 金

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

決 算 額

国 庫 支 出 金

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

執 行 率

職 員 数

職 員 人 件 費

間 接 経 費

５　これまでの取組及び今後の展開

これまでの主な取組と成果

総 コ ス ト

今後の課題・展開（未達成の課題・具体的な方策等）

農産物特産化事業

- 2 -

H30年度 H31年度 R 2年度 R 3年度

① うね売りの品目数
2

種類

2 2 2 2 2

- - - 1 令和 3年度

2 2 2 1 -

② 直売所マップの作成
2,800

冊

3,000 3,000 3,000 3,000 3,000

- - - - 令和 3年度

3,000 3,000 3,000 3,185 -

　うね売りについては令和３年度
途中に事業をＪＡに移管すること
となったため、市としての実施は
１品目となった。なお、事業移管
後もうね売りに係る農業者の意向
調査や事業の市民への周知につい
ては、市の協力体制を継続してい
る。直売所マップについては毎年
度改訂版を発行しており、令和２
年度版の在庫状況から、令和３年
度版は例年よりも増刷することと
した。

H29年度 H30年度 H31年度 R 2年度 R 3年度 R 4年度

　直売所マップを作成・配布して地産地消を推進し、市民ニーズに応えた。また、農業者のうね売りのあっせんを行うことにより市内産農産物の流
通拡大を図った。なお、うね売りについては、令和３年度途中に事業をＪＡに移管することとなったが、うね売りに係る農業者の意向調査や事業の
市民への周知については引き続き市が行うなど、ＪＡと市との協力体制の下で事業が継続している。

　西府町農業公園における取組との連携など、より効果的に事業を展開していく方策を研究する。

月額制会計年度任用職員数

月額制会計年度任用職員人件費

① 国や都、民間ではなく、市が主体的に実施するべき事業である。

実施しなければならない 実施するべきである 実施する必要性は低い 2

　府中産の農産物を市民に周知するために、市が実施するべき事業である
。

② 実施に当たって民間活力等を活用する余地がある事業である。 余地がない 余地がある 多くの余地がある 2

③ 類以事業はなく、統合など再構築した中では実施できない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 2

④ 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 3

⑤ 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 2

⑥ 多摩地域の他市と比較して充実している事業である。 他市より充実している 他市と同程度 他市の方が充実している 2

216,000 234,000 214,000 202,000 202,000 202,000

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

216,000 234,000 214,000 202,000 202,000 202,000

216,000 234,000 214,000 202,000 202,000 0

202,608 179,496 181,500 191,400 197,947 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

202,608 179,496 181,500 191,400 197,947 0

93.8% 76.7% 84.8% 94.8% 98.0% 0.0%

0.08 0.13 0.13 0.13 0.13

614,530 1,020,782 1,044,154 1,006,010 1,008,448

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

129,241 76,232 80,644 45,204 27,688

946,379 1,276,510 1,306,298 1,242,614 1,234,083 0



予算事業名
当初予算額当初予算額 決算額

会計 款 項 目
事　業
コード

６　構成事業一覧 （単位：円）

農産物特産化事業

- 3 -

R 3年度 R 4年度R 3年度 R 4年度

1 01 30 05 15 0918000 農産物特産化事業費 202,000 197,947 202,000

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 202,000 197,947 202,000



事業開始年度

評価内容

２　事業計画・評価

評価内容

事 業 内 容

実 施 の 背 景

事 業 目 標

根 拠 法 令 等

市 関 連 事 業

対 象

事業種別 見直しの裁量

総 合
計 画

基本施策 主管部課名

施 策 事業類型

１　事務事業の概要

事 務 事 業 名
事 務 事 業
コ ー ド

概 要

事務事業評価シート
記 載 年 月

対 象 年 度

　新規・レベルアップ

　新規・レベルアップ 　継続 　見直し 　廃止

　見直し　継続 　廃止

令和４年９月

令和 3年度

- 1 -

農業生産団体育成事業 40740900

農業生産団体の種苗類や生産出荷資材の共同購入事業への補助金交付

6 都市農業の育成

74 農地の保全、府中産農産物の流通拡大と担い手の育成

その他の事務事業 平成 2年度 〜

生活環境部 産業振興課

任意事業

市に事業見直しの裁量あり

府中市農業生産団体育成事業実施要領

市内農業生産団体

補助金を交付することで、種苗類や生産資材、出荷資材の共同購入への支援を行う。

農産物を市場に出荷したときに低廉な価格の取引になることがあるため、また、直売所への出荷を増やすため、生産出荷資材の補
助を実施する。

農産物の生産出荷に関する経費を補助することで、農産物の流通と経営の安定化を図る。

R 2年度実績（Do） R 2年度評価（Check） B　現状のまま継続

　補助金を交付することで、農業生産団体7団体の実施する次の事業の支
援を行った。
▼種苗類の共同購入
▼生産資材の共同購入
▼出荷資材の共同購入

　農業生産団体の行う種苗類や生産・出荷資材の共同購入事業の経費の補
助をとおして、団体の育成及び構成員の農業経営の支援を行うことができ
た。

□ □ □ R 2年度評価に基づく見直し（Action）

R 3年度の方向性（Plan）R 3年度の具体的な取組（Plan）

　平成２９年度において補助額の算出単価の見直しが完了した。当面は現
行の方法による支援を継続する。

　補助金を交付することで、農業生産団体7団体の実施する次の事業の支
援を行う。
▼種苗類の共同購入
▼生産資材の共同購入
▼出荷資材の共同購入

R 3年度実績（Do） R 3年度評価（Check） B　現状のまま継続

　補助金を交付することで、農業生産団体6団体の実施する次の事業の支
援を行った。
▼種苗類の共同購入
▼生産資材の共同購入
▼出荷資材の共同購入

　農業生産団体の行う種苗類や生産・出荷資材の共同購入事業の経費の補
助をとおして、団体の育成及び構成員の農業経営の支援を行うことができ
た。なお、1団体については、新型コロナウイルス感染症の影響により活
動が実施できなかった。

□ □ □ R 3年度評価に基づく見直し（Action）

R 4年度の方向性（Plan）R 4年度の具体的な取組（Plan）

　平成２９年度において補助額の算出単価の見直しが完了した。当面は現
行の方法による支援を継続する。

　補助金を交付することで、農業生産団体6団体の実施する次の事業の支
援を行う。
▼種苗類の共同購入
▼生産資材の共同購入
▼出荷資材の共同購入

令和 5年度における事業の位置付け

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続 1　大幅な見直しは必要ない

2　見直しには法令等の改正が必須

3　見直しの必要性はあるが時期尚早

4　現状では見直しが不可能

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

B

3

　平成２９年度において補助額の算出単価の見直しが完了し
た。当面は現行の方法による支援を継続する。なお、多くの
生産団体において構成員の減少が見られることから、近い将
来において、補助要件となる構成員数の下限について、検討
することが必要になると考えられる。



（事業費）

（人件費）

（間接経費）

３　指標実績の推移・現状分析

指標名
基準値

（単位）

事業推移 目標値・
目標年度

指標の分析

計
画
値

当初値

補正値

実　績

計
画
値

当初値

補正値

※　当初値：指標設定当初の計画値、補正値：現時点での適正な計画値（当初値から補正した値）

現　状　分　析 3 2 1

実　績

４　事業費・人件費等の推移   　　　　　　　　　　　　　　　　　　                           　　　　  （単位：円、人）

当 初 予 算 額

予 算 現 額

国 庫 支 出 金

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

決 算 額

国 庫 支 出 金

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

執 行 率

職 員 数

職 員 人 件 費

間 接 経 費

５　これまでの取組及び今後の展開

これまでの主な取組と成果

総 コ ス ト

今後の課題・展開（未達成の課題・具体的な方策等）

農業生産団体育成事業

- 2 -

H30年度 H31年度 R 2年度 R 3年度

①
-

-

- - - - -

- - - - -

- - - - -

②
-

-

- - - - -

- - - - -

- - - - -

　数値の比較や推移で評価するこ
とがなじまないため指標の設定は
行わない。

H29年度 H30年度 H31年度 R 2年度 R 3年度 R 4年度

　厳しい都市農業の現状において、地域や栽培の内容により団体を組織して効率的に経営を行うことが有効である。令和４年度現在、市内には事業
の対象となる団体が６団体あり、いずれの団体も種苗や出荷資材等の共同購入を行い、経費の節減に努めながら農業経営を行っているところであり
、こうした取組に対し支援を行うことで、団体の育成を図っている。

　現制度では構成員８名以上の団体を支援の対象としているが、農業従事者の高齢化や後継者不足が続く中で、多くの団体において構成員は減少傾
向で推移してきており、近い将来において支援の対象となる団体の規模の見直しを検討する必要性が生じることが見込まれる。

月額制会計年度任用職員数

月額制会計年度任用職員人件費

① 国や都、民間ではなく、市が主体的に実施するべき事業である。

実施しなければならない 実施するべきである 実施する必要性は低い 2

　農業生産団体育成事業実施要領により市が実施するべき事業である。

② 実施に当たって民間活力等を活用する余地がある事業である。 余地がない 余地がある 多くの余地がある 3

③ 類以事業はなく、統合など再構築した中では実施できない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 2

④ 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 3

⑤ 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 3

⑥ 多摩地域の他市と比較して充実している事業である。 他市より充実している 他市と同程度 他市の方が充実している 2

5,832,000 5,541,000 5,524,000 5,523,000 5,523,000 5,523,000

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

5,832,000 5,541,000 5,524,000 5,523,000 5,523,000 5,523,000

5,832,000 5,541,000 5,524,000 5,523,000 5,523,000 0

5,832,000 5,461,100 5,146,800 5,454,900 4,886,800 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

5,832,000 5,461,100 5,146,800 5,454,900 4,886,800 0

100.0% 98.6% 93.2% 98.8% 88.5% 0.0%

0.13 0.23 0.23 0.23 0.63

998,611 1,805,999 1,847,350 1,779,863 4,887,095

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

210,017 134,872 142,679 79,976 134,181

7,040,628 7,401,971 7,136,829 7,314,739 9,908,076 0



予算事業名
当初予算額当初予算額 決算額

会計 款 項 目
事　業
コード

６　構成事業一覧 （単位：円）

農業生産団体育成事業

- 3 -

R 3年度 R 4年度R 3年度 R 4年度

1 01 30 05 15 0924000 補助金　農業生産団体育成事業費 5,523,000 4,886,800 5,523,000

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 5,523,000 4,886,800 5,523,000



事業開始年度

評価内容

２　事業計画・評価

評価内容

事 業 内 容

実 施 の 背 景

事 業 目 標

根 拠 法 令 等

市 関 連 事 業

対 象

事業種別 見直しの裁量

総 合
計 画

基本施策 主管部課名

施 策 事業類型

１　事務事業の概要

事 務 事 業 名
事 務 事 業
コ ー ド

概 要

事務事業評価シート
記 載 年 月

対 象 年 度

　新規・レベルアップ

　新規・レベルアップ 　継続 　見直し 　廃止

　見直し　継続 　廃止

令和４年９月

令和 3年度

- 1 -

地産地消推進事業 40741000

地産地消を推進するための事業に対する補助金の支出

6 都市農業の育成

74 農地の保全、府中産農産物の流通拡大と担い手の育成

その他の事務事業 平成18年度 〜

生活環境部 産業振興課

任意事業

市に事業見直しの裁量あり

府中市農産物地産地消推進事業補助金交付要綱

市内で農作物の生産、販売を行っている農業者

　補助金を交付することで、農産物の生産資材、供給資材の購入事業や体験農園、観光農園の整備事業への支援を行う。

　市場出荷から直売所販売へと出荷形態が変わりつつある中、地場産農産物の出荷をする農業者への支援が求めらる。

　地元へ出荷する農業者を支援することで、府中産農産物の地元流通を増やす。

R 2年度実績（Do） R 2年度評価（Check） B　現状のまま継続

　補助金を交付することで、次の事業の支援を行った。
▼農産物の生産・出荷資材の購入
▼体験型農園の区画整備

　地元に農産物を出荷している農業者へ生産資材等の経費や体験農園の区
画整備費を補助することで、市民に新鮮な農産物を提供できた。なお、体
験型農園・観光農園の新規開設及び農産物直売施設等の宣伝事業について
は、該当事業がなかったため実施していない。

□ □ □ R 2年度評価に基づく見直し（Action）

R 3年度の方向性（Plan）R 3年度の具体的な取組（Plan）

　これまでの実績を踏まえ一定の成果が得られていることから、現状のま
ま事業を継続する。

　補助金を交付することで、次の事業の支援を行う。
▼農産物の生産・出荷資材の購入
▼農産物直売施設等の宣伝
▼体験型農園の区画整備
▼体験型農園・観光農園の新規開設

R 3年度実績（Do） R 3年度評価（Check） B　現状のまま継続

　補助金を交付することで、次の事業の支援を行った。
▼農産物の生産・出荷資材の購入
▼農産物直売施設等の宣伝
▼体験型農園の区画整備

　市内に農産物を出荷している農業者へ生産資材等の経費や体験農園の区
画整備費を補助することで、市民に新鮮な農産物を提供できた。なお、体
験型農園・観光農園の新規開設事業については、該当事業がなかったため
実施していない。

□ □ □ R 3年度評価に基づく見直し（Action）

R 4年度の方向性（Plan）R 4年度の具体的な取組（Plan）

　これまでの実績を踏まえ一定の成果が得られていることから、現状のま
ま事業を継続する。

　補助金を交付することで、次の事業の支援を行う。
▼農産物の生産・出荷資材の購入
▼農産物直売施設等の宣伝
▼体験型農園の区画整備
▼体験型農園・観光農園の新規開設

令和 5年度における事業の位置付け

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続 1　大幅な見直しは必要ない

2　見直しには法令等の改正が必須

3　見直しの必要性はあるが時期尚早

4　現状では見直しが不可能

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

B

1

　これまでの実績を踏まえ一定の成果が得られていることか
ら当面は現状のまま事業を継続するとともに、より効果的な
地産地消の推進方策について研究する。



（事業費）

（人件費）

（間接経費）

３　指標実績の推移・現状分析

指標名
基準値

（単位）

事業推移 目標値・
目標年度

指標の分析

計
画
値

当初値

補正値

実　績

計
画
値

当初値

補正値

※　当初値：指標設定当初の計画値、補正値：現時点での適正な計画値（当初値から補正した値）

現　状　分　析 3 2 1

実　績

４　事業費・人件費等の推移   　　　　　　　　　　　　　　　　　　                           　　　　  （単位：円、人）

当 初 予 算 額

予 算 現 額

国 庫 支 出 金

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

決 算 額

国 庫 支 出 金

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

執 行 率

職 員 数

職 員 人 件 費

間 接 経 費

５　これまでの取組及び今後の展開

これまでの主な取組と成果

総 コ ス ト

今後の課題・展開（未達成の課題・具体的な方策等）

地産地消推進事業

- 2 -

H30年度 H31年度 R 2年度 R 3年度

① 補助件数
33

件

34 35 36 36 36

- - - - 令和 3年度

43 27 28 32 -

②
-

-

- - - - -

- - - - -

- - - - -

　農家戸数は減少傾向にあるなか
補助件数は横ばいで推移してきた
が、近年において微減の状況であ
る。なお、平成３０年度は台風２
４号で被害を受けたビニールハウ
スが多数あり突出した実績となっ
た。

H29年度 H30年度 H31年度 R 2年度 R 3年度 R 4年度

　新鮮で安全な農産物を市民に提供するために、市では地産地消を推進しているところであり、本事業の実施により、市内の直売所の整備や農産物
の販売促進に寄与できた。

　事業の効果が測りにくく、地産地消への貢献度合いによる補助の緩急が付けにくい。より効果的な地産地消の推進方策について研究する。

月額制会計年度任用職員数

月額制会計年度任用職員人件費

① 国や都、民間ではなく、市が主体的に実施するべき事業である。

実施しなければならない 実施するべきである 実施する必要性は低い 2

　農業振興計画に基づき市が実施するべき事業である。

② 実施に当たって民間活力等を活用する余地がある事業である。 余地がない 余地がある 多くの余地がある 3

③ 類以事業はなく、統合など再構築した中では実施できない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 2

④ 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 2

⑤ 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 2

⑥ 多摩地域の他市と比較して充実している事業である。 他市より充実している 他市と同程度 他市の方が充実している 2

1,824,000 1,824,000 1,824,000 1,824,000 1,824,000 2,286,000

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

1,824,000 1,824,000 1,824,000 1,824,000 1,824,000 2,286,000

1,824,000 1,824,000 1,824,000 1,824,000 1,824,000 0

1,464,400 1,773,600 1,506,600 1,460,400 1,561,100 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

1,464,400 1,773,600 1,506,600 1,460,400 1,561,100 0

80.3% 97.2% 82.6% 80.1% 85.6% 0.0%

0.08 0.13 0.13 0.13 0.13

614,530 1,020,782 1,044,154 1,006,010 1,008,448

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

129,241 76,232 80,644 45,204 27,688

2,208,171 2,870,614 2,631,398 2,511,614 2,597,236 0



予算事業名
当初予算額当初予算額 決算額

会計 款 項 目
事　業
コード

６　構成事業一覧 （単位：円）

地産地消推進事業

- 3 -

R 3年度 R 4年度R 3年度 R 4年度

1 01 30 05 15 0929000 補助金　地産地消推進事業費 1,824,000 1,561,100 2,286,000

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 1,824,000 1,561,100 2,286,000



事業開始年度

評価内容

２　事業計画・評価

評価内容

事 業 内 容

実 施 の 背 景

事 業 目 標

根 拠 法 令 等

市 関 連 事 業

対 象

事業種別 見直しの裁量

総 合
計 画

基本施策 主管部課名

施 策 事業類型

１　事務事業の概要

事 務 事 業 名
事 務 事 業
コ ー ド

概 要

事務事業評価シート
記 載 年 月

対 象 年 度

　新規・レベルアップ

　新規・レベルアップ 　継続 　見直し 　廃止

　見直し　継続 　廃止

令和４年９月

令和 3年度

- 1 -

農業まつり運営事業 40750100

農業まつり、農産物品評会、農業振興褒賞式典の開催

6 都市農業の育成

75 農業とふれあう機会の拡充

主要な事務事業  〜

生活環境部 産業振興課

任意事業

市に事業見直しの裁量あり

市民・農業者

　農業まつりは、農業関係団体から委員を集めた実行委員会を組織し、府中産農産物の販売や、農産物を景品としたゲーム大会を
企画するなど、消費者と農業者が直接ふれあいながら、農業のＰＲをできるイベント運営を行っている。
　農産物品評会は、年間で６部門開催し、農業者の栽培技術の向上や、営農意欲の高揚を図っている。また、出品された農産物は
、審査終了後に展示を行い、市民へのＰＲの場としている。
　農業振興褒賞式典では、品評会優秀賞出品者のほか、優秀農業経営者など、農業者褒賞の対象者を表彰する。

　農業共進会として農産物の品評会を実施していた中、より市民に農業を親しんでいただく場の創出として、農業まつりが始まり
、共進会も農産物品評会とし、市民が観覧できる場とした。

　府中市の農業の現状を広く市民に周知する。また、優秀農業経営者や品評会入賞者を表彰することによって、農業者の意欲の向
上を図る。

R 2年度実績（Do） R 2年度評価（Check） B　現状のまま継続

▼優秀農業経営者等の褒賞の実施 　農業まつり、農産物品評会、農業振興褒賞式典については、新型コロナ
ウイルスの影響により中止となったが、優秀農業経営者等に対して表彰状
・記念品の授与による褒賞を行い、農業者の生産意欲の高揚を図った。

□ □ □ R 2年度評価に基づく見直し（Action）

R 3年度の方向性（Plan）R 3年度の具体的な取組（Plan）

　これまでの実績を踏まえ一定の成果が得られていることから、新型コロ
ナウイルスの感染状況に配慮しつつ、各種の事業を継続実施するとともに
、より効果的なものとなるよう市民や農業者への周知方法等を工夫する。

▼農業まつりの開催
▼農産物品評会の開催（3部門）
▼農業振興褒賞式典の開催

R 3年度実績（Do） R 3年度評価（Check） B　現状のまま継続

▼農産物品評会の開催（2部門）
▼優秀農業経営者等の褒賞の実施

　当初予定していた農業まつり、植木・盆栽品評会、農業振興褒賞式典に
ついては、新型コロナウイルスの影響により中止となったが、夏野菜及び
農産物品評会、優秀農業経営者等に対する褒賞を行い、農業者の生産意欲
の高揚を図った。

□ □ □ R 3年度評価に基づく見直し（Action）

R 4年度の方向性（Plan）R 4年度の具体的な取組（Plan）

　これまでの実績を踏まえ一定の成果が得られていることから、新型コロ
ナウイルスの感染状況に配慮しつつ、各種の事業を継続実施するとともに
、より効果的なものとなるよう市民や農業者への周知方法等を工夫する。

▼農業まつりの開催
▼農産物品評会の開催（3部門）
▼農業振興褒賞式典の開催

令和 5年度における事業の位置付け

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続 1　大幅な見直しは必要ない

2　見直しには法令等の改正が必須

3　見直しの必要性はあるが時期尚早

4　現状では見直しが不可能

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

B

1

　これまでの実績を踏まえ一定の成果を得ていることから当
面は現状のまま事業を継続するとともに、より効果的なもの
となるよう市民や農業者への周知方法等を工夫する。



（事業費）

（人件費）

（間接経費）

３　指標実績の推移・現状分析

指標名
基準値

（単位）

事業推移 目標値・
目標年度

指標の分析

計
画
値

当初値

補正値

実　績

計
画
値

当初値

補正値

※　当初値：指標設定当初の計画値、補正値：現時点での適正な計画値（当初値から補正した値）

現　状　分　析 3 2 1

実　績

４　事業費・人件費等の推移   　　　　　　　　　　　　　　　　　　                           　　　　  （単位：円、人）

当 初 予 算 額

予 算 現 額

国 庫 支 出 金

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

決 算 額

国 庫 支 出 金

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

執 行 率

職 員 数

職 員 人 件 費

間 接 経 費

５　これまでの取組及び今後の展開

これまでの主な取組と成果

総 コ ス ト

今後の課題・展開（未達成の課題・具体的な方策等）

農業まつり運営事業

- 2 -

H30年度 H31年度 R 2年度 R 3年度

①  農業まつりの来場者数
10,000

人

12,000 12,000 12,000 12,000 12,000

- - - - 令和 3年度

10,000 12,000 0 0 -

② 農産物品評会の出品数
537

点

550 550 550 550 550

- - - - 令和 3年度

563 418 0 195 -

　新型コロナウイルスの影響によ
り令和２年度については農業まつ
り及び全ての農業品評会が中止と
なった。また、令和３年度につい
ては農業まつり及び農業品評会の
４部門が中止となった。農業まつ
りの来場者数については天候の影
響が大きい状況である。また、農
産物品評会の出品点数については
出品者の減に伴い減少傾向で推移
している。

H29年度 H30年度 H31年度 R 2年度 R 3年度 R 4年度

　農業まつりは、農産物の生産者である農業者と、消費者である一般市民の交流の場となっており、都市農業への理解を促進することにより、府中
市の農業振興や農地保全を側面から支援することができた。
　農産物の各品評会は、農業者の成果の発表の場になっており、農業者の生産技術向上への意識の高揚を図ると同時に、選りすぐりの出品物を観覧
に供することで市民に対して府中産農産物の魅力を発信する場となっている。

　農業まつりについては今後の来場者数の推移を鑑みて、来場者アンケート等も活用しながら開催方法やイベント内容を検討していく。品評会につ
いては、出品された農産物をより多くの市民に観覧していただくことで農業者の参加意欲を上げることができるように、開催場所や方法について工
夫する。また、品評会の出品数を増加させるため、農協と協力し事前周知を徹底するようにしていく。

月額制会計年度任用職員数

月額制会計年度任用職員人件費

① 国や都、民間ではなく、市が主体的に実施するべき事業である。

実施しなければならない 実施するべきである 実施する必要性は低い 2

　府中市農業振興計画に基づき、市が実施すべき事業である。

② 実施に当たって民間活力等を活用する余地がある事業である。 余地がない 余地がある 多くの余地がある 2

③ 類以事業はなく、統合など再構築した中では実施できない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 2

④ 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 3

⑤ 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 3

⑥ 多摩地域の他市と比較して充実している事業である。 他市より充実している 他市と同程度 他市の方が充実している 2

3,106,000 3,101,000 3,087,000 3,086,000 3,529,000 3,481,000

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

3,106,000 3,101,000 3,087,000 3,086,000 3,529,000 3,481,000

3,106,000 3,101,000 3,087,000 3,086,000 452,000 0

2,980,111 2,816,178 2,753,462 23,827 187,516 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

2,980,111 2,816,178 2,753,462 23,827 187,516 0

95.9% 90.8% 89.2% 0.8% 41.5% 0.0%

0.57 0.55 0.55 0.53 0.21

4,378,526 4,318,694 4,417,575 4,101,424 1,629,032

0.02 0.02 0.02 0 0

62,408 62,296 61,818 0 0

953,157 334,249 353,596 184,293 44,727

8,374,202 7,531,417 7,586,452 4,309,544 1,861,275 0



予算事業名
当初予算額当初予算額 決算額

会計 款 項 目
事　業
コード

６　構成事業一覧 （単位：円）

農業まつり運営事業

- 3 -

R 3年度 R 4年度R 3年度 R 4年度

1 01 30 05 15 0916000 農業まつり等運営費 3,529,000 187,516 3,481,000

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 3,529,000 187,516 3,481,000



事業開始年度

評価内容

２　事業計画・評価

評価内容

事 業 内 容

実 施 の 背 景

事 業 目 標

根 拠 法 令 等

市 関 連 事 業

対 象

事業種別 見直しの裁量

総 合
計 画

基本施策 主管部課名

施 策 事業類型

１　事務事業の概要

事 務 事 業 名
事 務 事 業
コ ー ド

概 要

事務事業評価シート
記 載 年 月

対 象 年 度

　新規・レベルアップ

　新規・レベルアップ 　継続 　見直し 　廃止

　見直し　継続 　廃止

令和４年９月

令和 3年度

- 1 -

市民農業大学運営事業 40750200

農業者を講師として、農産物の播種から収穫までの農業体験講座を実施する。

6 都市農業の育成

75 農業とふれあう機会の拡充

その他の事務事業  〜

生活環境部 産業振興課

任意事業

市に事業見直しの裁量あり

市民

　農産物の種類ごとに、毎年コースを定め、各コースについて参加者を募集して農作業の体験講座を行う。都市農業のＰＲを行う
とともに、市民の土に親しみたいという要望を叶える事業として、農業者とそれ以外の市民の両者にとってメリットのある事業と
して実施している。また、事業への参加を通して、援農ボランティアの育成につなげる狙いもある。

　都市化が進むに伴い農業体験をしたことがない人が増えた中、食物を生産する難しさ、楽しさを実感する場として農業体験講座
を実施する。

　市民が農業体験をすることによって、都市農業に対する理解を深める。

R 2年度実績（Do） R 2年度評価（Check） B　現状のまま継続

　実施を予定していた稲作コース、秋野菜コースの双方について、実施の
準備を行い参加者の募集までは行ったが、新型コロナウイルスの感染状況
が収まらなかったため中止した。

　講座中止により成果を得ることはできなかった。

□ □ □ R 2年度評価に基づく見直し（Action）

R 3年度の方向性（Plan）R 3年度の具体的な取組（Plan）

　これまでの実績を踏まえ一定の成果が得られていることから現状のまま
事業を継続する。

▼稲作コース
▼秋野菜コース

R 3年度実績（Do） R 3年度評価（Check） B　現状のまま継続

▼稲作コース
▼秋野菜コース

　食物を生産する難しさや楽しさを実感できる農業体験をとおして都市農
業に対する理解を深める機会を市民に提供することができた。

□ □ □ R 3年度評価に基づく見直し（Action）

R 4年度の方向性（Plan）R 4年度の具体的な取組（Plan）

　これまでの実績を踏まえ一定の成果が得られていることから現状のまま
事業を継続する。

▼稲作コース
▼枝豆栽培・味噌づくりコース

令和 5年度における事業の位置付け

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続 1　大幅な見直しは必要ない

2　見直しには法令等の改正が必須

3　見直しの必要性はあるが時期尚早

4　現状では見直しが不可能

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

B

3

　これまでの実績を踏まえ一定の成果が得られていることか
ら当面は現状のまま事業を継続するが、新たに開設した西府
町農業公園と連携した取り組みも検討していく。



（事業費）

（人件費）

（間接経費）

３　指標実績の推移・現状分析

指標名
基準値

（単位）

事業推移 目標値・
目標年度

指標の分析

計
画
値

当初値

補正値

実　績

計
画
値

当初値

補正値

※　当初値：指標設定当初の計画値、補正値：現時点での適正な計画値（当初値から補正した値）

現　状　分　析 3 2 1

実　績

４　事業費・人件費等の推移   　　　　　　　　　　　　　　　　　　                           　　　　  （単位：円、人）

当 初 予 算 額

予 算 現 額

国 庫 支 出 金

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

決 算 額

国 庫 支 出 金

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

執 行 率

職 員 数

職 員 人 件 費

間 接 経 費

５　これまでの取組及び今後の展開

これまでの主な取組と成果

総 コ ス ト

今後の課題・展開（未達成の課題・具体的な方策等）

市民農業大学運営事業

- 2 -

H30年度 H31年度 R 2年度 R 3年度

① コース数
2

コース

2 2 2 2 2

- - - 2 令和 3年度

2 2 0 - -

②
-

-

- - - - -

- - - - -

- - - - -

　令和２年度については新型コロ
ナウイルスの影響により、予定し
ていた稲作コース、秋野菜コース
の双方について中止となった。令
和３年度については、感染防止対
策を講じながら予定していたコー
スを実施した。

H29年度 H30年度 H31年度 R 2年度 R 3年度 R 4年度

　本事業は市民からも好評であり、各コースとも実施後のアンケートで高い評価をいただいている。平成２３年度からは参加費を徴している。

　参加費については、参加の障壁とならない程度の適切な額を把握していく必要がある。市民に農業を体験していただき、都市農業を理解していた
だく良い事業であるが、協力してくださる農家、農地の確保が難しくなってきている。実施内容についても、市民の意見を踏まえて見直しながら進
めていく必要がある。また、新たに開設した西府町農業公園と連携した取り組みも検討していく。

月額制会計年度任用職員数

月額制会計年度任用職員人件費

① 国や都、民間ではなく、市が主体的に実施するべき事業である。

実施しなければならない 実施するべきである 実施する必要性は低い 2

　府中市農業振興計画に基づく事業であり、市が実施するべき事業である
。

② 実施に当たって民間活力等を活用する余地がある事業である。 余地がない 余地がある 多くの余地がある 2

③ 類以事業はなく、統合など再構築した中では実施できない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 2

④ 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 3

⑤ 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 3

⑥ 多摩地域の他市と比較して充実している事業である。 他市より充実している 他市と同程度 他市の方が充実している 2

548,000 596,000 603,000 603,000 601,000 601,000

0 0 0 0 0 0

331,000 298,000 301,000 301,000 300,000 300,000

0 0 0 0 0 0

39,000 39,000 39,000 39,000 26,000 32,000

178,000 259,000 263,000 263,000 275,000 269,000

548,000 596,000 603,000 603,000 601,000 0

547,200 595,480 602,280 310,335 600,120 0

0 0 0 0 0 0

273,000 297,500 255,700 155,000 300,000 0

0 0 0 0 0 0

35,100 28,600 31,850 0 28,000 0

239,100 269,380 314,730 155,335 272,120 0

99.9% 99.9% 99.9% 51.5% 99.9% 0.0%

0.19 0.23 0.23 0.23 0.23

1,459,509 1,805,999 1,847,350 1,779,863 1,784,178

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

306,948 134,872 142,679 79,976 48,987

2,313,657 2,536,351 2,592,309 2,170,174 2,433,285 0



予算事業名
当初予算額当初予算額 決算額

会計 款 項 目
事　業
コード

６　構成事業一覧 （単位：円）

市民農業大学運営事業

- 3 -

R 3年度 R 4年度R 3年度 R 4年度

1 01 30 05 15 0919000 市民農業大学運営事業費 601,000 600,120 601,000

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 601,000 600,120 601,000



事業開始年度

評価内容

２　事業計画・評価

評価内容

事 業 内 容

実 施 の 背 景

事 業 目 標

根 拠 法 令 等

市 関 連 事 業

対 象

事業種別 見直しの裁量

総 合
計 画

基本施策 主管部課名

施 策 事業類型

１　事務事業の概要

事 務 事 業 名
事 務 事 業
コ ー ド

概 要

事務事業評価シート
記 載 年 月

対 象 年 度

　新規・レベルアップ

　新規・レベルアップ 　継続 　見直し 　廃止

　見直し　継続 　廃止

令和４年９月

令和 3年度

- 1 -

子ども農業体験推進事業 40750300

農業者を講師に、市内の小学生等に対して農業体験講座を実施する。

6 都市農業の育成

75 農業とふれあう機会の拡充

主要な事務事業  〜

生活環境部 産業振興課

任意事業

市に事業見直しの裁量あり

市内の小学生、親子等

　市内農業者を講師として、小学校の行事の一環として野菜や米作り等農業体験を実施する。具体的な体験内容は、各校の希望に
合わせて調整し、農業者または農業団体と市の間で、農業体験指導の委託契約を締結する。
　また、同じく、農業者を講師として、親子で農業体験できる講座を実施する。この講座は、広報で募集を行い、府中市内全域か
ら参加者を募る。

　学童期における農業体験が、農業だけではなく、生命、環境や食物などに対する理解や、情操や生きる力を身につけることに役
立つことから開始された。

　小学生など、幼少時から農業を体験することによって、農業の大変さ、食の大切さへの理解を深めるとともに、農業者との交流
を促進する。

R 2年度実績（Do） R 2年度評価（Check） B　現状のまま継続

　実施を予定していた親子ふれあい農園の稲作コース、秋野菜コースの双
方について、実施の準備を行い参加者の募集までは行ったが、新型コロナ
ウイルスの感染状況が収まらなかったため中止した。学童農園については
小学校１１校で実施した。

　各種講座については新型コロナウイルスの影響により中止となったが、
小学校１１校で学童農園を実施し、子どもたちが都市農業への理解を深め
るとともに、食べ物の大切さを学ぶ機会を提供することができた。

□ □ □ R 2年度評価に基づく見直し（Action）

R 3年度の方向性（Plan）R 3年度の具体的な取組（Plan）

　これまでの実績を踏まえ一定の成果が得られていることから現状のまま
事業を継続する。

▼親子ふれあい農園の実施（2コース：稲作・秋野菜）
▼学童農園の実施（11校）
▼農業プチ講座の実施（1コース）

R 3年度実績（Do） R 3年度評価（Check） B　現状のまま継続

▼親子ふれあい農園の実施（2コース：稲作・秋野菜）
▼学童農園の実施（11校）
▼農業プチ講座の実施（1コース）

　子どもたちが都市農業への理解を深めるとともに、食べ物の大切さを学
ぶ機会を提供することができた。

□ □ □ R 3年度評価に基づく見直し（Action）

R 4年度の方向性（Plan）R 4年度の具体的な取組（Plan）

　これまでの実績を踏まえ一定の成果が得られていることから現状のまま
事業を継続する。

▼親子ふれあい農園の実施（2コース：稲作・秋野菜）
▼学童農園の実施（11校）
▼農業プチ講座の実施（1コース）

令和 5年度における事業の位置付け

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続 1　大幅な見直しは必要ない

2　見直しには法令等の改正が必須

3　見直しの必要性はあるが時期尚早

4　現状では見直しが不可能

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

B

3

　これまでの実績を踏まえ一定の成果が得られていることか
ら当面は現状のまま事業を継続するが、新たに開設した西府
町農業公園と連携した取り組みも検討していく。



（事業費）

（人件費）

（間接経費）

３　指標実績の推移・現状分析

指標名
基準値

（単位）

事業推移 目標値・
目標年度

指標の分析

計
画
値

当初値

補正値

実　績

計
画
値

当初値

補正値

※　当初値：指標設定当初の計画値、補正値：現時点での適正な計画値（当初値から補正した値）

現　状　分　析 3 2 1

実　績

４　事業費・人件費等の推移   　　　　　　　　　　　　　　　　　　                           　　　　  （単位：円、人）

当 初 予 算 額

予 算 現 額

国 庫 支 出 金

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

決 算 額

国 庫 支 出 金

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

執 行 率

職 員 数

職 員 人 件 費

間 接 経 費

５　これまでの取組及び今後の展開

これまでの主な取組と成果

総 コ ス ト

今後の課題・展開（未達成の課題・具体的な方策等）

子ども農業体験推進事業

- 2 -

H30年度 H31年度 R 2年度 R 3年度

① 農業体験事業に取り組んで
いる小学校数

15

校

15 16 17 18 18

- - - - 平成29年度

14 12 11 11 -

② 親子農園参加延べ人数
564

人

600 600 600 600 600

- - - - 令和 3年度

359 453 0 334 -

　農業体験事業に取り組んでいる
小学校数については、学童農園事
業の実施校数を指標値としており
減少している。
　親子農園参加延べ人数について
は、令和２年度は新型コロナウイ
ルスの影響により、予定していた
全ての講座について中止となった
が、令和３年度については、定員
数を絞り感染防止対策を講じなが
ら予定していたコースを実施した
。

H29年度 H30年度 H31年度 R 2年度 R 3年度 R 4年度

　本事業の推進により府中市の次世代を担う子どもたちが、都市農業への理解とともに、食べ物の大切さを深めることができた。また、親子ふれあ
い農園については、平成23年度から参加費を集めている。

　限られた予算の中でより効果的・効率的な事業展開をするため、講師との調整が必要である。親子農園や農業プチ講座については、実施場所やコ
ース内容について、より多くの市民が参加できるよう、検討しながら進めていく。また、新たに開設した西府町農業公園と連携した取組を検討する
。
　学童農園については、条件によって調整が困難で講師の紹介が出来ない場合もあるが、実施を希望する小学校からの要望に応えられるよう努める
。

月額制会計年度任用職員数

月額制会計年度任用職員人件費

① 国や都、民間ではなく、市が主体的に実施するべき事業である。

実施しなければならない 実施するべきである 実施する必要性は低い 2

　府中市農業振興計画に基づき市が実施するべき事業である。

② 実施に当たって民間活力等を活用する余地がある事業である。 余地がない 余地がある 多くの余地がある 2

③ 類以事業はなく、統合など再構築した中では実施できない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 2

④ 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 3

⑤ 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 3

⑥ 多摩地域の他市と比較して充実している事業である。 他市より充実している 他市と同程度 他市の方が充実している 2

2,123,000 2,250,000 2,179,000 2,179,000 2,291,000 2,291,000

0 0 0 0 0 0

273,000 349,000 352,000 352,000 350,000 350,000

0 0 0 0 0 0

32,000 32,000 32,000 32,000 22,000 29,000

1,818,000 1,869,000 1,795,000 1,795,000 1,919,000 1,912,000

2,123,000 2,064,000 1,981,000 2,179,000 2,291,000 0

2,121,700 2,054,860 1,921,160 1,358,680 1,994,860 0

0 0 0 0 0 0

331,000 348,500 299,300 86,000 262,000 0

0 0 0 0 0 0

21,450 16,250 13,650 0 18,400 0

1,769,250 1,690,110 1,608,210 1,272,680 1,714,460 0

99.9% 99.6% 97.0% 62.4% 87.1% 0.0%

0.19 0.23 0.23 0.23 0.23

1,459,509 1,805,999 1,847,350 1,779,863 1,784,178

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

306,948 134,872 142,679 79,976 48,987

3,888,157 3,995,731 3,911,189 3,218,519 3,828,025 0



予算事業名
当初予算額当初予算額 決算額

会計 款 項 目
事　業
コード

６　構成事業一覧 （単位：円）

子ども農業体験推進事業

- 3 -

R 3年度 R 4年度R 3年度 R 4年度

1 01 30 05 15 0920000 子ども農業体験推進事業費 2,291,000 1,994,860 2,291,000

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 2,291,000 1,994,860 2,291,000



事業開始年度

評価内容

２　事業計画・評価

評価内容

事 業 内 容

実 施 の 背 景

事 業 目 標

根 拠 法 令 等

市 関 連 事 業

対 象

事業種別 見直しの裁量

総 合
計 画

基本施策 主管部課名

施 策 事業類型

１　事務事業の概要

事 務 事 業 名
事 務 事 業
コ ー ド

概 要

事務事業評価シート
記 載 年 月

対 象 年 度

　新規・レベルアップ

　新規・レベルアップ 　継続 　見直し 　廃止

　見直し　継続 　廃止

令和４年９月

令和 3年度

- 1 -

市民農園維持管理事業 40750400

市民農園の運営・管理

6 都市農業の育成

75 農業とふれあう機会の拡充

主要な事務事業  〜

生活環境部 産業振興課

任意事業

市に事業見直しの裁量あり

特定農地貸付法

全市民

　土地所有者の協力により提供された用地を一定の広さに区分し、その区画を市民に一定期間提供する。農園内の維持管理のほか
、栽培指導などを実施する。

　平成１５年度に家庭菜園と高齢者レジャー農園が統合された。

　市民が農作業を通じて土に親しみ、生産の喜びを味わうことにより、健康的でゆとりのある生活を送ることができるように支援
するとともに、良好な都市環境の形成と農地の保存を図る。

R 2年度実績（Do） R 2年度評価（Check） B　現状のまま継続

年度当初の市民農園数…１７農園（年度末現在は１６農園） 　東部と西部での農園数の差や日当たりの影響など問題はあるものの概ね
好評を得ており、市民と農業とのふれあいを推進することができた。

□ □ □ R 2年度評価に基づく見直し（Action）

R 3年度の方向性（Plan）R 3年度の具体的な取組（Plan）

　現地を回って農園の利用状況を適宜確認し引続き適正に管理していく。　１６農園を運営するとともに、ニーズの多い地域では農地の提供の相談
に応じ新設や増設を検討する。

R 3年度実績（Do） R 3年度評価（Check） B　現状のまま継続

年度当初の市民農園数…１６農園（年度末現在は１５農園） 　東部と西部での農園数の差や日当たりの影響など問題はあるものの概ね
好評を得ており、市民と農業とのふれあいを推進することができた。

□ □ □ R 3年度評価に基づく見直し（Action）

R 4年度の方向性（Plan）R 4年度の具体的な取組（Plan）

　現地を回って農園の利用状況を適宜確認し引続き適正に管理していく。　１５農園を運営するとともに、ニーズの多い地域では農地の提供の相談
に応じ新設や増設を検討する。

令和 5年度における事業の位置付け

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続 1　大幅な見直しは必要ない

2　見直しには法令等の改正が必須

3　見直しの必要性はあるが時期尚早

4　現状では見直しが不可能

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

B

1

　農園の需要が高いため、当面事業内容の変更は考えていな
い。



（事業費）

（人件費）

（間接経費）

３　指標実績の推移・現状分析

指標名
基準値

（単位）

事業推移 目標値・
目標年度

指標の分析

計
画
値

当初値

補正値

実　績

計
画
値

当初値

補正値

※　当初値：指標設定当初の計画値、補正値：現時点での適正な計画値（当初値から補正した値）

現　状　分　析 3 2 1

実　績

４　事業費・人件費等の推移   　　　　　　　　　　　　　　　　　　                           　　　　  （単位：円、人）

当 初 予 算 額

予 算 現 額

国 庫 支 出 金

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

決 算 額

国 庫 支 出 金

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

執 行 率

職 員 数

職 員 人 件 費

間 接 経 費

５　これまでの取組及び今後の展開

これまでの主な取組と成果

総 コ ス ト

今後の課題・展開（未達成の課題・具体的な方策等）

市民農園維持管理事業

- 2 -

H30年度 H31年度 R 2年度 R 3年度

① 市民農園区画数
1,372

区画

1,300 1,300 1,300 1,300 1,300

- - - - 令和 3年度

1,054 967 925 813 -

②
-

-

- - - - -

- - - - -

- - - - -

　区画数については、土地所有者
の相続に伴う農園用地の返却など
により減少傾向にあり、見込みを
上回るペースで減少している。（
実績値は年度末現在）

H29年度 H30年度 H31年度 R 2年度 R 3年度 R 4年度

　野菜づくりをとおして自然と接し、健康でゆとりのある生活を送れるよう市民農園の維持管理を行った。平成２６年度から順次、利用料の見直し
を行い、平成２７年度より全区画有料となった。

　利用希望者が多く、市民ニーズの高い事業であるが、土地所有者の高齢化が進んでおり、農園用地の維持・確保が課題となっている。平成２６年
度に利用料の見直しを行い、平成２７年度には全ての区画が有料となったが、市民ニーズは同等の水準にあるため、今後も利用状況の推移を見なが
ら適正な管理に努めていく。また、ニーズの多い地域では農園の新設・増設に努める。

月額制会計年度任用職員数

月額制会計年度任用職員人件費

① 国や都、民間ではなく、市が主体的に実施するべき事業である。

実施しなければならない 実施するべきである 実施する必要性は低い 2

　特定農地貸付法に基づき、実施している事業である。

② 実施に当たって民間活力等を活用する余地がある事業である。 余地がない 余地がある 多くの余地がある 2

③ 類以事業はなく、統合など再構築した中では実施できない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 2

④ 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 3

⑤ 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 2

⑥ 多摩地域の他市と比較して充実している事業である。 他市より充実している 他市と同程度 他市の方が充実している 2

6,910,000 6,904,000 6,595,000 5,725,000 5,686,000 4,820,000

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

6,910,000 6,904,000 6,595,000 5,379,000 5,415,000 4,405,000

0 0 0 346,000 271,000 415,000

6,910,000 6,884,000 6,595,000 5,725,000 5,686,000 0

6,390,133 6,350,051 5,868,610 4,671,647 4,708,321 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

6,390,133 6,228,900 5,780,700 4,671,647 4,708,321 0

0 121,151 87,910 0 0 0

92.5% 92.2% 89.0% 81.6% 82.8% 0.0%

1.10 0.33 0.33 0.33 0.33

8,449,786 2,591,216 2,650,545 2,553,717 2,559,907

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

1,777,072 193,513 204,713 114,749 70,285

16,616,991 9,134,780 8,723,868 7,340,113 7,338,513 0



予算事業名
当初予算額当初予算額 決算額

会計 款 項 目
事　業
コード

６　構成事業一覧 （単位：円）

市民農園維持管理事業

- 3 -

R 3年度 R 4年度R 3年度 R 4年度

1 01 30 05 15 0968000 市民農園管理費　管理委託料 3,416,000 2,856,194 2,713,000

2 01 30 05 15 0969000 市民農園管理費　光熱水費 304,000 233,763 257,000

3 01 30 05 15 0970000 市民農園管理費　諸経費 1,966,000 1,618,364 1,850,000

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 5,686,000 4,708,321 4,820,000



事業開始年度

評価内容

２　事業計画・評価

評価内容

事 業 内 容

実 施 の 背 景

事 業 目 標

根 拠 法 令 等

市 関 連 事 業

対 象

事業種別 見直しの裁量

総 合
計 画

基本施策 主管部課名

施 策 事業類型

１　事務事業の概要

事 務 事 業 名
事 務 事 業
コ ー ド

概 要

事務事業評価シート
記 載 年 月

対 象 年 度

　新規・レベルアップ

　新規・レベルアップ 　継続 　見直し 　廃止

　見直し　継続 　廃止

令和４年９月

令和 3年度

- 1 -

農業公園整備・管理運営事業 40750500

農業公園の設置・開設に向けた整備等を行う。

6 都市農業の育成

75 農業とふれあう機会の拡充

その他の事務事業 平成28年度 〜

生活環境部 産業振興課

任意事業

市に事業見直しの裁量あり

第３次府中市農業振興計画、府中市農業公園の整備に係る基本方針

市民農業大学運営事業、子ども農業体験推進事業、地産地消推進事業、市民農園維持管理事業

全ての市民

　市民と農業とのふれあい等を目的とした農業公園を設置・運営する。

　都市化の進展により本市の農業を取り巻く環境が変化する中で、市民の農地・農業に対する理解が農業振興を図っていくうえで
必要不可欠となっている。

　市民の農地・農業に対する理解を深める。

R 2年度実績（Do） R 2年度評価（Check） A　重点化・拡大して継続

西府町農業公園について、新築工事、初度物品の調達、運営事業者の選定
を行い、３月に供用開始した。

　西府町農業公園の供用開始を目指し必要な取組を進めることができた。

□ □ □ R 2年度評価に基づく見直し（Action）

R 3年度の方向性（Plan）R 3年度の具体的な取組（Plan）

　西府町農業公園の本格稼働を開始し、市民が農業とふれあう機会の拡充
を図る。

　西府町農業公園にて次の事業を実施する。
▼収穫体験イベント　４事業
▼農業体験講座　４事業
▼農地の防災機能を活用したイベント　１事業

R 3年度実績（Do） R 3年度評価（Check） B　現状のまま継続

　西府町農業公園にて次の事業を実施した。
▼農業体験講座　４種
▼収穫体験イベント　４種（８回）
▼ふれあい朝市（ＪＡとの共催）　１回

　西府町農業公園が本格的に稼働する初年度として、計画通り円滑に運営
することができたほか、当初計画には無かったがＪＡとの共催でふれあい
朝市を開催するなど、市民が農業とふれあう機会の拡充を図ることができ
た。

□ □ □ R 3年度評価に基づく見直し（Action）

R 4年度の方向性（Plan）R 4年度の具体的な取組（Plan）

　前年度の取組に加え、地域の農業者との協働による農業体験講座２種を
開始し、市民が農業とふれあう機会の更なる拡充を図る。

　西府町農業公園にて次の事業を実施した。
▼農業体験講座　６種
▼収穫体験イベント　４種（８回）

令和 5年度における事業の位置付け

A　重点化・拡大して継続

B　現状のまま継続 1　大幅な見直しは必要ない

2　見直しには法令等の改正が必須

3　見直しの必要性はあるが時期尚早

4　現状では見直しが不可能

C　見直して継続 1　見直し・縮小

2　他事業との整理・統合

D　休止・廃止等 1　休止

2　廃止

3　完了

B

3

　西府町農業公園については本格稼働が始まったばかりであ
るため、一定期間その運営上の課題等の検証期間を設けた上
で効率化や重点化等の次の展開を検討していく。



（事業費）

（人件費）

（間接経費）

３　指標実績の推移・現状分析

指標名
基準値

（単位）

事業推移 目標値・
目標年度

指標の分析

計
画
値

当初値

補正値

実　績

計
画
値

当初値

補正値

※　当初値：指標設定当初の計画値、補正値：現時点での適正な計画値（当初値から補正した値）

現　状　分　析 3 2 1

実　績

４　事業費・人件費等の推移   　　　　　　　　　　　　　　　　　　                           　　　　  （単位：円、人）

当 初 予 算 額

予 算 現 額

国 庫 支 出 金

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

決 算 額

国 庫 支 出 金

都 支 出 金

市 債

そ の 他

一 般 財 源

執 行 率

職 員 数

職 員 人 件 費

間 接 経 費

５　これまでの取組及び今後の展開

これまでの主な取組と成果

総 コ ス ト

今後の課題・展開（未達成の課題・具体的な方策等）

農業公園整備・管理運営事業

- 2 -

H30年度 H31年度 R 2年度 R 3年度

① 市内に設置された農業公園
の数

0

か所

0 0 1 1 1

- - - - 令和 3年度

0 0 1 1 -

②
-

-

- - - - -

- - - - -

- - - - -

令和２年度末に１箇所目の農業公
園（西府町農業公園）を開設した
。

H29年度 H30年度 H31年度 R 2年度 R 3年度 R 4年度

　平成２８年度に農業公園の整備・開設に向け農業公園整備計画検討協議会を設置し、その基本的な方針等についての検討を行い、翌平成２９年度
に「府中市農業公園の整備に係る基本方針」を策定した。同年度において西府町農業公園の整備に着手し、設計、建築特例許可手続き、新設工事を
経て令和３年３月に同施設の開設に至った。

　西府町農業公園については本格稼働が始まったばかりであるため、一定期間その運営上の課題等の検証期間を設けた上で効率化や重点化等の次の
展開を検討していく。

月額制会計年度任用職員数

月額制会計年度任用職員人件費

① 国や都、民間ではなく、市が主体的に実施するべき事業である。

実施しなければならない 実施するべきである 実施する必要性は低い 2

　府中市農業振興計画に基づき、市が実施すべき事業である。

② 実施に当たって民間活力等を活用する余地がある事業である。 余地がない 余地がある 多くの余地がある 2

③ 類以事業はなく、統合など再構築した中では実施できない。 実施不可能である 検討の余地がある 実施可能である 2

④ 事業実施の成果を何かしらの形で把握している。 把握している 把握不可能である 把握していない 3

⑤ 受益者に対して求めている負担は適正である。 適正である 見直しの余地がある 適正ではない 3

⑥ 多摩地域の他市と比較して充実している事業である。 他市より充実している 他市と同程度 他市の方が充実している 3

0 21,200,000 2,400,000 214,400,000 11,825,000 12,216,000

0 0 0 0 0 0

0 2,250,000 0 47,750,000 0 0

0 0 0 116,000,000 0 0

0 0 0 37,000,000 52,000 200,000

0 18,950,000 2,400,000 13,650,000 11,773,000 12,016,000

6,545,000 16,555,000 2,280,000 214,400,000 11,742,000 0

3,942,000 15,049,800 2,255,000 210,706,506 10,410,855 0

0 0 0 0 0 0

1,000,000 2,250,000 0 122,750,000 0 0

0 0 0 59,000,000 0 0

0 0 0 0 180,500 0

2,942,000 12,799,800 2,255,000 28,956,506 10,230,355 0

60.2% 90.9% 98.9% 98.3% 88.7% 0.0%

0.14 0.37 0.37 0.37 0.33

1,075,427 2,905,303 2,971,823 2,863,258 2,559,907

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

226,172 216,969 229,527 128,657 70,285

5,243,599 18,172,072 5,456,350 213,698,421 13,041,047 0



予算事業名
当初予算額当初予算額 決算額

会計 款 項 目
事　業
コード

６　構成事業一覧 （単位：円）

農業公園整備・管理運営事業

- 3 -

R 3年度 R 4年度R 3年度 R 4年度

1 01 30 05 15 0920020 農業公園管理運営費　業務運営委託料 9,092,000 8,873,810 9,641,000

2 01 30 05 15 0920030 農業公園管理運営費　管理委託料 1,144,000 1,051,160 1,052,000

3 01 30 05 15 0920040 農業公園管理運営費　光熱水費及び燃料費 792,000 328,686 792,000

4 01 30 05 15 0920050 農業公園管理運営費　諸経費 797,000 157,199 731,000

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

合 計 11,825,000 10,410,855 12,216,000


